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町長あいさつ

男女がともに支えあう社会をめざして

　男女共同参画社会基本法が平成１１年に制定されて以降、国・県・市区町村では、様々な分
野で活動に参画できる「男女共同参画社会」の形成を総合的かつ計画的に推進しております。
　本町でも「～輝く笑顔いちかわみさと～」の名称で、男女共同参画プランを策定しており、
平成１９年１月に第１次プランを、平成２４年３月に第２次、平成２９年３月に第３次プラン
を策定してまいりました。
　施策の展開として、毎年開催するフォーラムや川柳コンテストの実施、広報いちかわみさと
でのコラム掲載による情報発信などを行い、男女共同参画社会の実現に向けて、町民の意識改
革や啓発などの取り組みを進めてきたところです。
　このたび策定した第４次男女共同参画プランは、今までの施策を継承しつつ、第３次プラン
からの課題である固定的性別役割分担意識の解消や社会問題となっているＤＶ（ドメスティッ
ク・バイオレンス）の根絶に向けた取り組み、女性の活躍推進など、男女の人権尊重と、SDG
ｓ※への理解や新型コロナウイルス感染拡大に伴う社会情勢の変化に対応した計画となっており
ます。
　このまちの輝かしい未来に向け、町民一人ひとりが「輝く笑顔」でいられるような地域社会
づくりを目指し、行政だけでなく、町民の皆さま、事業者・教育関係者の方々と連携・協働して、
このプランを推進してまいります。皆さまの家庭、職場、学校、地域社会など、あらゆる分野
において男女が共に支え合い、参画できるような社会を実現するため、一層のご理解とご協力
をお願いします。
　最後に、本プランの策定にあたって貴重なご意見、ご提言をいただきました市川三郷町男女
共同参画推進委員会の皆さまをはじめ、ご協力いただきました多くの住民の皆さまに心からお
礼申し上げます。

　　令和４年３月
市川三郷町長　遠 藤   浩

会長あいさつ

　わたくしたち男女共同参画推進委員会は、市川三郷町の誕生から「男女が共に支えあう社会
をめざして」を目標に活動してまいりました。
　町民をはじめ学校や各種団体の協力のもと。広報いちかわみさとへのコラム掲載、川柳コン
テスト、みさとの秋まつりでの意識調査アンケートの実施、輝く笑顔いちかわみさとフォーラ
ムの開催などを通じて、すべての町民の皆さまが助け合い、尊重し合える社会の実現に向けて
取り組んでいます。
　この度、策定されました第４次市川三郷町男女共同参画プランは、平成１９年３月策定の第
１次プラン、平成２４年３月策定の第２次プラン、平成２９年３月策定の第３次プランを継承し、
地域に残る課題の解消と社会情勢の変化などに応じた内容になっております。
　今まで取り組んできた活動を推定するとともに「男だから」、「女だから」ではなく、すべて
の人が対等な立場でジェンダー平等社会に取り組んでまいります。
　本プランの目指す目標の先には～輝く笑顔いちかわみさと～があります。町民の皆さまとと
もに微笑んでいられる市川三郷町を目指し、これからも男女共同参画の推進に取り組んでまい
ります。

　　令和４年３月
市川三郷町男女共同参画推進委員会長　市瀬 百合子 
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第４次市川三郷町男女共同参画プラン
～輝く笑顔いちかわみさと～の概要

１　プランの名称・総合目標・基本目標
　　名　　称　　第４次市川三郷町男女共同参画プラン ～輝く笑顔いちかわみさと～

　　総合目標　　男女がともに支えあう社会をめざして

　　基本目標　　Ⅰ　男女の人権の尊重とその意識をつくるために
　　　　　　　　Ⅱ　男女共同参画による豊かな地域社会をつくるために
　　　　　　　　Ⅲ　男女がともに活躍する社会をつくるために
　　　　　　　　Ⅳ　男女がともに安心して健やかに暮らせる町をつくるために

２　策定の趣旨 
　�　男女がともに助け合い、互いに尊重し合える男女共同参画社会は、目指すべき理想的

な社会であり、　男女共同参画社会の実現は、少子高齢化、情報化、国際化の進展など
社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、緊要な課題とされています。

　�　本町では平成１９年３月に「市川三郷町男女共同参画プラン～輝く笑顔いちかわみさ
と～（第１次プラン）」を策定し、同年９月「市川三郷町男女共同参画推進条例」を制
定しました。平成２４年３月には、「第２次市川三郷町男女共同参画プラン～輝く笑顔
いちかわみさと～」、平成２９年３月には、「第３次市川三郷町男女共同参画プラン～輝
く笑顔いちかわみさと～」を策定しました。これまでの間、プランを主軸とした様々な
取り組みがなされ、徐々に男女共同参画に対する町民の認識は高まりつつあります。し
かし一方で、性別による固定的な役割分担意識やそれに基づく社会における慣行が根強
く残る等の課題も山積しています。

�　�　こうした課題を少しずつ解決し、さらなる男女共同参画社会の実現に向け、社会情勢
の変化等を踏まえ、「第４次市川三郷町男女共同参画プラン～輝く笑顔 いちかわみさと
～」を策定しました。

３　計画の性格 
　�　この計画は、町政運営の基本方針である長期計画「市川三郷町第２次総合計画」の基

本理念である「賑わうまち」に位置づけられ、町が行う男女共同参画に関する施策の基
本指針となるものです。

　�　この計画は、男女共同参画社会基本法に基づき、国や県の男女共同参画計画を踏まえ
策定するものです。

 
　�　この計画は、第３次プランを基に策定され、新たな取り組みを取り入れつつ計画する

ものです。

　�　この計画は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」第２条の
３第３項に基づく「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関
する基本的な計画」としても位置づけています。
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　�　この計画の基本目標Ⅲ「男女がともに活躍する社会をつくるために」を、「女性の職
業生活における活躍の推進に関する法律」( 以下、「女性活躍推進法」という。) 第６条
第２項に基づく「女性の職業生活における活躍の推進に関する施策についての計画」と
しても位置付けています。

４　計画の期間
 　�　「第４次市川三郷町男女共同参画プラン ～輝く笑顔いちかわみさと～」の計画期間

は、令和４年度から令和８年度までの５年間です。
　�　必要に応じて、３年経過の段階で社会情勢の変化などに合わせて見直しを行うものと

します。

５　策定の背景
　�　わが国では、国際的な取り組みと連動しつつ女性問題解決・男女共同参画社会確立に

向けて、平成１１年６月には「男女共同参画社会基本法」が制定・施行され、平成１２
年１２月には基本法に基づく「男女共同参画基本計画」が初めて策定されました。その
後、平成２７年１２月には、「第４次男女共同参画基本計画」が策定されています。

　�　山梨県でも、男女共同参画の地域づくりの推進を目的として、さまざまな取り組みが
行われており、平成１０年２月には「男女共同参画社会の実現をめざして」を総合目標
とした「やまなしヒューマンプラン２１」を策定し、平成１４年３月には「山梨県男女
共同参画推進条例」を制定、令和４年３月には、「第５次山梨県男女共同参画計画」を
策定しています。

　�　また、国では、平成２７年９月に、自らの意思によって職業生活を営み、または営も
うとする女性の個性と能力が十分に発揮されることが一層重要であることから、女性の
職業生活における活躍を推進し、豊かで活力ある社会の実現に向けて「女性活躍推進法」
が施行されました。

　�　このような状況の下、町は、町民・事業所・国・県と連携して男女共同参画社会実現
に向けて取り組むための指針となるプランを策定しました。本プランは、第３次プラン
を基に社会情勢の変化を踏まえ、現状に即し、実践行動を盛り込んだ内容となっており
ます。
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総合目標 重点目標基本目標

Ⅰ  男女の人権の尊重と
その意識をつくるた
めに

Ⅱ  男女共同参画による
豊かな地域社会をつ
くるために

“第４次市川三郷町男女共同参画プラン ～輝く笑顔いちかわみさと～” 体系

Ⅲ  男女がともに活躍す
る社会をつくるため
に

Ⅳ  男女がともに安心し
て健やかに暮らせる
町をつくるために

１ 男女共同参画の意識を育てる教育の推進

２ 国際社会を視野に入れた男女共同参画の促進

１ 地域社会における男女共同参画の促進

２ 男女共同参画プランの推進体制の整備

３ 男性・子どもにとっての男女共同参画の推進

１ 働く場における男女平等の意識の確立と推進

２ 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大

３  ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）
を図るための支援

４  商工業等の自営業・農林業等の女性就労者の
労働環境の整備

１ 健康と性の尊重

２ 子育てや介護等の共同分担の促進

３ 男女に対するあらゆる暴力の根絶

４ 多様な人々が安心して暮らせる環境整備
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施策の方向

（１）家庭・学校・職場・地域における男女共同参画の教育の充実
（２）固定的性別役割分担意識の改革
（３）男女がともに家庭的責任を担う意識づくりの促進
（４）男女共同参画の学習支援とチャレンジ支援

（１）国際社会における男女共同参画の情報収集および提供ならびに施策への反映

（１）男女共同参画の視点に立った制度や慣習の見直し
（２）地域活動における女性の社会参画の促進
（３）男女共同参画の視点を取り入れた防災・災害復興体制の促進

（１）庁内推進体制の強化
（２）町職員の理解の促進 

（１）男性に対する心身の健康維持等の推進
（２）男性の家庭や地域への参画に向けた意識啓発と支援
（３）子どもにとっての男女共同参画の理解の促進

（１）男女の均等な雇用機会のさらなる促進
（２）女性の能力発揮促進のための支援
（３）仕事を続けたい女性への雇用環境の整備促進
（４）セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメントなどの防止と暴力の根絶

（１）町の各種審議会・行政委員への女性の積極的な登用
（２）男女共同参画の視点をもった人材の育成

（１）仕事と子育て・介護等家庭生活の両立に関する普及・啓発
（２）仕事と生活の調和が図れる働く場の環境整備

（１）女性の経済的自立と地位向上および就業環境の整備
（２）商工業等の自営業・農林業等の従事者に対する労働環境の整備
（３）家族経営協定への積極的な取り組み

（１）健康と性の尊重に向けた意識啓発
（２）思春期と更年期の女性に対する学習機会の創出
（３）女性が安心して子どもを産み育てるための支援体制の周知
（４）健康をおびやかす問題についての対策の推進

（１）家事・子育て・介護等の共同分担の意識づくりの促進
（２）介護・看護体制の充実

（１）配偶者などからの暴力防止策の推進
（２）ストーカー行為の防止対策の推進

（１）生活上困難に直面する男女への支援
（２）外国人が安心して暮らすための支援
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実践行動実践行動実践行動実践行動

実践行動実践行動実践行動実践行動

基本目標Ⅰ　�男女の人権の尊重とその意識をつくるために

重点目標１　男女共同参画の意識を育てる教育の推進
　近年、家庭や学校、職場や地域では、社会的かつ文化的に形成されてきた男女の役割を
見直し、男女共同参画の意識を育むことが求められています。家庭や学校では男女が互い
に認め合う心、また、職場や地域では男女が互いに尊重し合える心を育てることが必要で
す。固定的な性別役割分担意識の打破を促し、無意識の思い込み（アンコンシャス・バイ
アス）から悪影響が生じないように幼児期から高齢者に至る幅広い層を対象に男女共同参
画の意識を育てる教育を進めます。

■施策の方向
（１）家庭・学校・職場・地域における男女共同参画の教育の充実
　　�　幼児期から高齢者に至る幅広い層を対象に社会のあらゆる場で、社会的・文化的に

形成されてきた男女の差別を見直し、男女共同参画の意識を育むとともに、未来を担
う子どもたちが、性別にとらわれることなく個性や能力を伸ばせる環境を整備するこ
とが必要です。

　●推進の方法
　　・�「家庭の日」（第３日曜日）には、家族の中でお互いの人権を認め合い話し合いの時

を持てるよう促す。
　　・�意識啓発事業（川柳コンテスト等）を開催して男女共同参画の意識を育成する。
　　・�町広報紙「広報いちかわみさと」での広報活動の充実を図る。
　　・�公民館活動の中で男女共同参画の意識を啓発する。
　　・�学校の先生、保育士を対象とした無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）につい

ての研修を実施する。
家族で家事・育児・介護を分担してみよう

（２）固定的性別役割分担意識※の改革
　　�　男女が性別にとらわれず、その能力や個性を十分に発揮して主体的に生きるために

は、性別による固定的な役割分担意識※を解消することが必要です。性別を理由とし
て固定的に決めつけられた意識や慣習にとらわれない多様な男女のイメージを浸透さ
せることが求められます。

　●推進の方法
　　・�講演会・学習会等を開催する。また、他の機関（県、県男女共同参画推進センター）

で開催される講座等への参加を促す。
　　・�意識調査（アンケート等）を実施し、その結果を広報する。

家庭内での役割の差を家族で話し合い、 役割を一日交換してみよう！
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　※固定的役割分担意識
　　　男性、女性という性別を理由として、役割を固定的に分けること。

■５



実践行動実践行動実践行動実践行動

実践行動実践行動実践行動実践行動

実践行動実践行動実践行動実践行動

（３）男女がともに家族的責任を担う意識づくりの促進
　　�　性別に関わらず、男女がともに家事・子育て・介護などの家庭生活を営めるよう、

意識啓発や能力の養成を図ることが必要です。

　●推進の方法
　　・�講演会・学習会等を開催する。また、他の機関で開催される講座等への参加を促す。
　　・�家事（料理教室等）・子育て・介護についての講習会に男性の参加を促す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　家族で講演会や学習会に参加してみよう　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　家族みんなで一緒に料理を作ってみよう

（４）男女共同参画の学習支援とチャレンジ支援
　　�　男女共同参画に係る学習会等を開催し、幅広い年代の町民の意識啓発や能力養成を

図ります。エンパワーメント※のための教育・学習活動を充実し、町民があらゆる分
野で能力を発揮できるように支援します。

　●推進の方法
　　・�講演会・学習会等を開催する。また、他の機関（県・県男女共同参画推進センター等）

で開催される講座等への参加を促す。
何歳になっても勉強してみよう

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　困ったら相談してみよう

重点目標２　国際社会を視野に入れた男女共同参画の促進
　地球規模の交流は、経済のグローバル化や情報通信の発展に伴いますます進んでいます。
女子差別撤廃条約※等の国際規範の周知をはかるとともにその理解を深め、国際社会の一
員として町民意識の向上を図っていくことが必要です。

■施策の方向
（１）国際社会における男女共同参画の情報収集および提供、ならびに施策への反映

　●推進の方法
　　・�国際社会の情報や国際社会と比較した日本の現状を周知する。

国際交流のイベントに参加してみよう

　　※エンパワーメント
　　　力をつけること、自らの意識と能力を高め、政治的、経済的、社会的及び文化的に力を持つ存在になること。
　　※女子差別撤廃条約
　　　�男女の完全な平等の達成に貢献することを目的として、女子に対するあらゆる差別を撤廃することを基本理念としている条約。昭和 60 年批准。
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基本目標Ⅱ　�男女共同参画による豊かな地域社会をつくる
ために

重点目標１　地域社会における男女共同参画の促進
　地域社会における男女共同参画の促進は、地域の中に形成されてきた根強く残る性別に
よる役割分担の慣習を見直し、互いに地域での役割を分担しながら助け合い、協力し合っ
て暮らしやすい地域社会をつくることが大切です。それには、地域の役員等を性別にとら
われずバランスよく構成することが必要であるとともに、女性自身が進んで地域活動に参
画していけるよう環境を整備することが急務です。女性の社会進出が促されるようを促す
など環境を整備し、地域社会における男女共同参画を進めます。

■施策の方向
（１）男女共同参画の視点に立った制度や慣習の見直し
　　�　地域社会には、男女の固定的な性別役割分担意識がなかなか変わらない慣習・慣行

や制度が存在しています。これらを見直すには、地域に暮らすあらゆる世代・性別の
町民が主体的に取り組み、合意や納得を得ていく必要があります。

　●推進の方法
　　・�自治会役員への女性の登用を促進する。

役員負担の軽減も考えつつ女性の参加を増やそう

（２）地域活動における女性の社会参画の促進
　　�　男女共同参画社会を実現するためには、女性も自分の意見をもって地域の活動へ積

極的に関わり、意思決定の場に参画していくことが重要です。

　●推進の方法
　　・�自治会長への女性の登用を促進する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　女性が参加しやすい環境をみんなで考えよう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区長・組長などの負担の軽減を考えよう

（３）男女共同参画の視点を取り入れた防災・災害復興体制の整備
　　�　未曾有の被害をもたらした東日本大震災や熊本地震等、地震直後の避難対応から支

援対応、復旧・復興への過程においては地域コミュニティの重要さが注目されました。
非常時は平常時における固定的な性別役割分担意識を反映して、ジェンダー※課題が
拡大・強化されます。そのため、平常時からあらゆる施策の中に、男女共同参画の視
点を含めることが重要です。

　　�　いつ起きるかもしれない大地震の発生に備え、災害発生時に混乱に陥ることなく男
女共同参画の視点に立って準備を進めておくことが求められます。

　　※ジェンダー（社会的・文化的性差）
　　　生物学的性別ではなく、社会的通念や慣習の中にある、社会によって作り上げられた男性、女性の別のこと。
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　●推進の方法
　　・�日常から男女共同参画の視点で、自助・共助の視点に立った避難訓練や減災への取

り組み等を行う。
　　・�防災会は男女それぞれの目線を生かした組織づくりに努める。
　　・�女性消防団員の拡充を各地域にて図る。

災害を想定したタイムライン、 具体的な避難生活を家族で話し合い想定してみよう

重点目標２　男女共同参画プランの推進体制の整備
　男女共同参画プランを推進するためには住民や企業、行政など相互の連携が求められて
います。行政においては、施策を総合的、計画的に進める推進体制を構築し、プランの具
体的な施策について調整する必要があります。また、市川三郷町男女共同参画推進委員会
との連携強化も必要です。このため、男女共同参画プランの推進体制の整備に努めます。

■施策の方向
（１）庁内推進体制の強化
　　�　男女共同参画社会実現に向けての施策は、広範囲で多岐に渡るため、全庁的な体制

で取り組むことが必要であり、各部署と連携を図りながら、男女共同参画に関する施
策を円滑に進めることが求められます。

　●推進の方法
　　・�市川三郷町男女共同参画庁舎内推進委員会において、各部署の毎年の達成度を評価

する。
女性職員の活躍を応援しよう

（２）町職員の理解の促進
　　�　町職員は日常の業務において常に男女共同参画の視点を持つことが重要です。施策

への反映はもちろん、業務を通して町民の男女共同参画意識を啓発していくことが求
められます。

　●推進の方法
　　・�町職員に、男女共同参画に関わる研修を多く設ける。

業務はチームワークで取り組もう
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重点目標３　男性、子どもにとっての男女共同参画の推進
　男女共同参画社会の形成は、男性にとっても、暮らしやすくなるものであることの理解
を深め、男性やこれからの時代を担う子ども・若者世代への啓発を進めます。

■施策の方向
（１）男性に対する心身の健康維持等の推進
　　�　男ならかくあるべきというような、社会的責任を性別のみで過度に背負い込ませる

ようなストレスを社会から無くし、互いに慈しみ支え合う男女共同参画社会を目指す
ことが求められます。

　●推進の方法
　　・�男性の悩みに対する相談体制を整える。

困ったことがあったら、 様々な相談窓口に相談しよう

（２）男性の家庭や地域への参画に向けた意識啓発と支援
　　�　子育て・地域活動等への参加など、ワーク・ライフ・バランスを保ちながら、自己

実現することが求められます。

●推進の方法
　・�男性の育児休業等の取得を促す。
　・�男性の家庭・地域への参画を可能にする職場環境の改善を促す。
　・�メディアと連携し啓発を行う（モデルケースの周知など）。
　・�ＳＮＳを活用し啓発を行う。

育児休暇をとろう、 とれる環境にしよう

（３）子どもにとっての男女共同参画への理解の促進
　　�　男女共同参画についての理解を子どもの頃から促進し、将来を見通した自己形成が

できるように子どもたちを啓発することが重要です。

●推進の方法
　・�就学前の児童向けの性・ジェンダーに関する絵本を、家庭や園に紹介する。
　・保育園、幼稚園の保育士・教諭に、ジェンダーフリーの学習の機会を用意する。
　・�男女共同参画の資料を小学生、中学生、高校生に配布する。
　・�人権の尊重、男女の平等や相互理解・協力の重要性の学習の充実を図る。
　・�命の大切さや自分を大切にすることについての学習機会の充実を図る。
　・�インターネット等の正しい利用の普及啓発と、情報を判断する能力の育成を図る。

子どもたちのお手本になろう、 子どもたちに背中を見せよう
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基本目標Ⅲ　�男女がともに活躍する社会をつくるために

重点目標１　働く場における男女平等の意識の確立と推進
　人生１００年時代を見据え、働きたい人全てが性別に関わりなく活躍できる社会の実現
のために男女平等の啓発や情報および資料の提供、採用・賃金・配置・昇進・教育訓練な
どの均衡が図られるよう、企業や事業所に呼びかけることが重要です。また、性別にとら
われない職業能力向上のための学習機会の創出や起業支援を行う環境づくりも必要である
ことから、働く場における男女平等の意識確立に努めます。

■施策の方向
（１）男女の均等な雇用機会のさらなる促進
　　�　男女雇用機会均等法や労働基準法のさらなる浸透を進め意識改革を図るとともに、

就労に関する情報の提供に努め、性の尊重をしつつ、雇用機会の均等と性による差別
や格差を是正していくことが必要です。

　●推進の方法
　　・�雇用と企業等の分野において意識改革の働きかけや情報および資料を提供する。
　　・�結婚・妊娠・出産・介護を理由に不利益にならないように、関係機関と連携を図り

ながら、関連法の周知・啓発をする。
　　・�非正規雇用労働者の正規雇用労働者への転換等を促進するため、正規雇用労働者転

換・待遇改善に関する計画を策定するとともに、助成等により企業の取組を支援す
る。

町からの回覧情報や町のＨＰを見てみよう

（２）女性の能力発揮促進のための支援
　　�　女性が能力を向上させるための学習の機会や情報を提供し、知識や技術を身に付け、

その能力を発揮するための支援が求められています。

　●推進の方法
　　・�採用・賃金・配置・昇進・教育訓練などの均衡を企業や事業所に呼びかける。
　　・�女性の職業能力向上および女性起業支援を行う環境づくりを促す。
　　・�再就職希望者を含む社会人等の就労・スキルアップ・キャリア転換に必要な実践的

な知識・技術・技能を身に付けるための学び直し等の充実を図る。
各種研修に参加してみよう

（３）仕事を続けたい人への雇用環境の整備促進
　　�　再就職のための情報提供や、育児・介護休業制度の普及・促進を図り、働く男女の

家庭生活に配慮した労働環境を整備していくことが重要です。

　●推進の方法
　　・�産休・育休・介護休業および再就職準備のための情報提供・相談等きめ細かい支援

策の充実を図る。
役場や社会福祉協議会に相談してみよう
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（４）�セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメントなどの防止と暴力の根絶
　　�　就職活動中を含め、雇用の場におけるセクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラ

スメントなどあらゆる暴力の潜在化を防ぎ、関係機関と連携を図りながら、根絶に向
けた啓発に努める必要があります。

　●推進の方法
　　・�職場や地域社会において関係機関と連携をはかり、根絶に向けた啓発に努める。
　　・�企業経営者や人事担当者等へ男女共同参画に対する理解・実践の周知・啓発を図る。

ハラスメントについて今一度考えてみよう

重点目標２　政策・方針決定過程への女性の参画の拡大
　男女それぞれの能力がいきいきと発揮できる活躍の場をつくるためには、企業や行政な
どにおける意思決定や政策立案の場に、多様な背景をもつ様々な年齢の男女がバランスよ
く参画することが大切です。町の各種審議会や行政委員などは年齢・性別にとらわれずバ
ランスのとれた任命・委嘱が必要です。このようなことから、政策や方針決定過程におい
ての女性をはじめとする様々な人々の参画の拡大に努めます。

■施策の方向
（１）町の各種審議会・行政委員への女性の積極的な登用
　　�　社会のあらゆる分野において、女性や様々な人々が方針決定に関わっていくことが

重要です。

　●推進の方法
　　・�各種審議会・行政委員等への女性の登用率が３分の１を超えることを目標とする。
　　・�従来での対面式に加え、オンラインでの会議の参加を促進し、各審議会・行政委員

等には若い世代、子育て世代、高齢者、障がいをもつ人等、様々な背景をもつ多様
な年齢層の人々を可能な限り登用する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　審議会や委員会の活動内容や報告を町のＨＰで探してみよう　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　町の審議会や委員会に参加しよう

（２）男女共同参画の視点をもった人材の育成
　　�　男女共同参画をそれぞれの地域で推進していくことは男女共同参画社会実現に向け

ての大きな一歩であり、町民にとって身近な生活の場である地域の中で、男女共同参
画の視点をもったリーダーとなる人材を育成していくことが求められます。

　●推進の方法
　　・�県、その他の機関の人材育成講座への参加を促す。

各種講座へ参加してみよう

■11



実践行動実践行動実践行動実践行動

実践行動実践行動実践行動実践行動

重点目標３　ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）をはかるための支援
　家庭と仕事の両立の中で働く人々のために、多様なライフスタイルに対応した子育ての
支援が求められています。また、育児休業・介護休業の取得や取得後の職場復帰など柔軟
に働く環境づくりが大切です。一方、働く意欲のある高齢者からは、就業に必要な情報の
提供と、能力に応じた環境や技術・経験を活かせる職場づくりが求められています。この
ようなことから、豊かな生活を目指した労働環境の整備に努めます。

■施策の方向
（１）仕事と子育て・介護等家庭生活の両立に関する普及・啓発
　　�　働く男女がともに家族としての責任を担い柔軟な働き方ができる職場環境の整備

や、ワーク・ライフバランスを保ち、仕事、家庭生活や地域活動等への積極的な参画
ができるような環境整備と、子育て支援サービスを図り、介護休業法等法制度の普及
に努めることが重要です。

　●推進の方法
　　・�育児・介護休業制度等の定着を図るための、介護休業制度等各種法制度の普及およ

び促進を図る。
　　・�保育所の延長保育や幼稚園の預かり保育、放課後の学童保育等子育てにやさしい環

境づくりについての情報を提供するなどの支援を図る。
　　・�介護・福祉サービス等介護に役立つ情報を提供するなどの支援を図る。
　　・�オンラインを活用したテレワークの実施を事業所に働きかける。

オンライン会議や研修に積極的参加してみよう

（２）仕事と生活の調和が図れる働く場の環境整備
　　�　仕事と家庭・地域の調和が図れるような働き方の見直しを進め、子育て・介護中の

負担軽減や孤立化の解消を図り、安心して子育て・介護・地域活動に取り組めるよう
な情報提供や関連諸制度等の紹介を進めます。

　●推進の方法
　　・�男性が家事・子育てや介護などの無償労働を主体的に行うための学習の機会を支援

する。
　　・�上記の学習機会のみならず、幼少期から高齢者までの男女を対象に「無意識の思い

込み（アンコンシャス・バイアス）」について研修を行う。
　　・�事業主に対して、子育て・介護支援に関する制度の紹介、仕事と生活の調和につい

ての普及啓発を図る。
家事の役割分担を考えてみよう

12■



実践行動実践行動実践行動実践行動

実践行動実践行動実践行動実践行動

実践行動実践行動実践行動実践行動

重点目標４　商工業等の自営業者・農林業等の女性就労者の労働環境の整備
　女性の経済的自立と地位向上のため、情報交換や学習の機会など就業するための条件や
環境の整備が求められています。また、家族経営協定※の導入に向けた取り組みも求めら
れています。一方、商工業等の自営業者や農林業等の経営や生産の方針決定の場において、
女性の参画が強く求められています。商工業等の自営業・農林業等の従業者に対する労働
条件の整備充実とともに、性別に左右されることなく共同分担意識づくりに努めます。

■施策の方向
（１）女性の経済的自立と地位向上および就業環境の整備
　　�　男女がともに一人の労働者として経済的にも社会的にも、その労働に見合った正し

い評価が行われるよう就業環境の整備に努めるとともに、女性の意思を働く場の運営
に反映させるため方針決定過程への女性の参画を促進していくことが必要です。

　●推進の方法
　　・�意思決定過程への女性の参画を促進する。
　　・�性別により、役割を固定化しないよう啓発活動を行う。
　　・�資格や技能の他に法律や制度の知識も必要で、待遇や報酬などの面において不利益

にならないように関連する法律や、制度の情報提供や学習の機会を提供する。

職場環境を改善しよう

（２）商工業等の自営業者・農林業等の従事者に対する労働環境の整備
　　�　快適に働くために、作業の安全の推進・労働負担の軽減のための技術の確立・労働

時間の短縮・休暇の取得等の環境整備を目指し、啓発や情報等の提供に努めていく必
要があります。

　●推進の方法
　　・�労働時間の適正化等、労働環境整備の啓発を図る。
　　・�生産・加工・流通等の起業など第６次産業※の従事者への、産業化の取り組みを支

援する。
あなたらしく、 自分らしく生きよう

（３）家族経営協定への積極的な取り組み
　　�　家族経営にたずさわる各世帯員が、意欲とやり甲斐を持って経営に参画できる魅力

的な家族経営を目指し、経営方針や役割分担、家族みんなが働きやすい就業環境など
について、家族の十分な話し合いに基づき取り決めていくことへの情報提供や支援を
図り、女性も経営方針等についての意思決定過程に参画できるようにすることが必要
です。

　●推進の方法
　　・�共同分担意識の啓発を促進する。
　　・�商工業等の自営業者・農林業や地域活動に参画できる環境づくりを推進する。
　　・�女性が意思決定過程に主体的に参画できる環境を整備するよう啓発活動を行う。

家族間で話し合ってみよう

　　※第６次産業
　　　第１次産業（生産）×第２次産業（加工）×第３次産業（流通）

　　※家族経営協定
　　　家族経営にたずさわる各世帯員が、主体的に経営に参画でき、意欲と能力を存分に発揮できる環境を整備するために、取り決めたルール。
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基本目標Ⅳ　�男女がともに安心して健やかに暮らせる町を
つくるために

重点目標１　健康と性の尊重
　人生１００年時代を見据え、男女が生涯を明るく健康で暮らすことができるように、心
身ともに健康を維持することが大切です。特に女性の状態については、思春期から妊娠、
出産を経て閉経、更年期、老年期まで大きく変化することから、より行き届いた健康支援
が望まれます。また、性に関しては、男女とも正確な知識を持ち、自ら健康管理をするこ
とも大切です。男女がその健康状態に応じて自己管理を行うことができるよう、適切な健
康の保持・増進を進めるとともに、互いの性を尊重します。

■施策の方向
（１）健康と性の尊重に向けた意識啓発
　　�　リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健康／権利）※や、ＬＧＢ

ＴＱ※等多様な考え方に関する意識を広く社会に浸透させるため、あらゆる機会をと
らえて、男女の体と性に関する健康と権利について、分かりやすい啓発や情報の提供
等に努めることが大切です。

　●推進の方法
　　・�健康診断等の機会に、女性と男性の体と性に関する健康と権利についての情報を幅

広い年代の男女を対象に提供する。
　　・幼少期から継続して教育の場での理解を深める。

自分の体やココロを大切にしよう

（２）思春期と更年期の女性と男性に対する学習機会の創出
　　�　思春期や更年期の心身の変化に対する無理解・望まない妊娠・中絶や性感染症の危

険などの問題について理解を深め、自分自身や他人の健康と権利を尊重できるよう学
習機会の充実を図る必要があります。特に若年層に対し、男女ともに早い段階から妊
娠・出産の知識を持ち、自分の身体への健康意識を高めることを含む、健康に関する
包括的な教育を促進する必要があります。

　●推進の方法
　　・�性教育を含む健康教育（思春期・更年期）の充実を図る。
　　・�緊急避妊薬についての情報を幅広く周知する。

性の不安や心配事は、 様々な相談窓口に相談してみよう

　　※リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健康／権利）
　　　リプロダクティブ・ヘルス…人間の生殖システムが身体的、精神的、社会的に良好な状態にあること。
　　　リプロダクティブ・ライツ…�子どもの数、出産間隔、出産する時を責任をもって自由に決定でき、そのための情報と手段を得ることができる基

本的権利のこと。
　　※ＬＧＢＴＱ
　　　�Lesbian（レズビアン、女性同性愛者）、Gay（ゲイ、男性同性愛者）、Bisexua（l バイセクシュアル、両性愛者）、Transgender（トランスジェンダー、

性別越境者）の頭文字をとった単語で、セクシュアル・マイノリティ（性的少数者）の一つ。Ｑは、「Queer（クィア）」セクシュアルマイノリティ
全般を表し、その他「Questioning（クエスチョニング）」自分の性のあり方をハッキリと決められなかったり、迷ったりしている人、または決
めたくない、決めないとしている人のことも表す。
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（３）女性・男性が安心して子どもを産み育てるための支援体制の周知
　　�　妊娠を望む男女、妊娠・出産期における女性を支援するとともに、妊娠中及び出産

後も継続して健康管理に留意することが大切です。また、安心して子育てができる環
境を整備することが求められます。

　●推進の方法
　　・�妊娠から出産・乳幼児までの一貫した健康診断や健康指導が受けられる体制の充実

を図る。
　　・�保育サービスや児童館の充実など子どもを取り巻く環境の整備と、子育てネットワー

クづくりに努める。
　　・�男性の育児休業等の取得を促進する。
　　・�不妊治療と仕事との両立に関する職場環境の整備を進める。

出産や病気、 介護などからの職場復帰を応援しよう

（４）健康をおびやかす問題についての対策の推進
　　�　男女が主体的に健康を自己管理できるように健康診断受診の啓発を行うとともに、

生涯にわたる健康管理を支援するための取り組みを進めていくことが求められます。

　●推進の方法
　　・�健康診断受診の啓発をはかり、受診率６０％を目標とする。
　　・�健康診断後の再診率の向上を図り、健康寿命の向上を目指す。
　　・�健康問題に対する不安を解消するための相談体制を充実させる。
　　・�子宮頸がん検診・乳がん検診の更なる受診率向上に向けた取組を行う。
　　・�事業所に対し更年期の健康に関する研修や啓発活動の取組及び相談体制の構築を促

進する。
健康が第一、 検診を定期的に受けよう

重点目標２　子育てや介護等の共同分担の促進
　子育てや介護の負担を性別や無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）にとらわれるこ
となく、家庭や地域で支え合うことが求められています。男女が協力して家庭や社会での
生活を営み子育てや介護などが行えるよう、共同分担の意識づくりを進めます。

■施策の方向
（１）家事・子育て・介護等の共同分担の意識づくりの促進
　　�　働きたい人全てが、仕事と家事・育児・介護、社会活動等を含む生活との二者択一

を迫られることなく働き続けられる町にするため、男女が互いに共同分担意識を持つ
ことが重要です。

　●推進の方法
　　・�男女共同分担の必要性、無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）などについての

理解を得るための講習会、学習会を幅広い年代を対象とし、積極的に開催する。
　　・�妊活、子育て・介護の相談をいつでも受けられるよう、保健師等の福祉・介護の充

実を図る。
　　・�男性のための家事・子育て・介護教室の充実を図る。
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実践行動実践行動実践行動実践行動

（２）介護・看護体制の充実
　　�　介護を必要とする高齢者、また介護する家族が、必要に応じたサービスを受けられ

るよう介護保険制度の一層の定着を図り、高齢者が安心して暮らすことができる介護・
看護体制を充実させることが求められます。

　●推進の方法
　　・�高齢化が進むなか、介護負担軽減のために、自助・互助・共助・公助の視点で支援

体制を整備する。
　　・�介護保険サービス事業所・医療関連等の関係機関と連携を図る。
　　・�公的介護機関・民間の介護サービスや地域支援サービスの情報を提供する。

介護サービスや介助サービスの評判を情報交換しよう

重点目標３　男女に対するあらゆる暴力の根絶
　社会的問題として取り上げられている、配偶者等からの暴力（ＤＶ※）やストーカー行為、
セクシュアル・ハラスメントなどの人権侵害となるあらゆる暴力を根絶するために、これ
らの暴力を予防し、容認しない社会を形成することが求められています。男女に対するあ
らゆる暴力（言葉の暴力や精神的苦痛も含める）の根絶に努めるとともに、社会的認識の
徹底を促し、被害者への支援体制などの整備に努めます。

■施策の方向
（１）配偶者などからの暴力防止策の推進
　　�　様々な形態の暴力や、差別・偏見などの問題を正しく理解し、人権侵害を引き起こ

さないことはもとより、人権を擁護する姿勢を促し、暴力の防止に努めることが望ま
れます。

　●推進の方法
　　・�暴力防止のための専門職員を配置し、相談窓口の充実や学習の機会を設ける。
　　・�全国共通短縮番号「#8008（はれれば）」の周知やＳＮＳ等を活用した相談等を推

進する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　悩み事があるなら相談して、 迷わず助けを求めよう　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　暴力は許さないという強い気持ちを持とう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＤＶ関係の相談窓口を広く町民に知らせる

（２）ストーカー行為の防止対策の推進
　　�　被害者が適切に救済・支援を受けられるよう関係機関と連携して防止対策を進める

とともに、相談機能を充実させる必要があります。

　●推進の方法
　　・�暴力廃止のための専門職員を配置し、相談窓口の充実や学習の機会を設ける。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ストーカー行為について学習し相談窓口の充実を図ろう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　悩み事があるなら相談して。 迷わず助けを求めよう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役場や警察に相談する勇気を持とう

　　※ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）
　　　�配偶者や恋人など、親密な関係にある、又はあった者から振るわれる暴力。形態として、身体的暴力、精神的暴力、性的暴力、経済的暴力など

が含まれる。
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重点目標４　多様な人々が安心して暮らせる環境整備
　単身世帯やひとり親世帯の増加、また日本で働き生活する外国人が増えている現状にお
いて、生活上の困難をかかえる人たちが少なくないといわれています。女性の就業継続や
再就職の支援、保育に関わる問題等について、個のつながりでの支援と公的な立場からの
支援体制を整備することに努めます。

■施策の方向
（１）複合的に困難な状況に置かれている人々への支援
　　�　ひとり親家庭に対する子育て、生活支援、就職支援策等の推進をします。高齢者や

障がい者等も含めた様々な生活上困難の世代間連鎖を断ち切るため、教育費の負担軽
減や多様な教育機会を確保していきます。

　●推進の方法
　　・�相談窓口の充実と生活費支援体制の具体的内容の周知に努める。

困ったら相談してみよう

（２）外国人が安心して暮らすための支援
　　�　外国人住民との言語の壁による障がいを最小限にし、心の通じ合いを目指す努力を

します。

　●推進の方法
　　・�相談窓口の充実とコーディネーター的存在の人員を確保できるような組織作りを進

める。
　　・�住民生活において、コミュニケーションを積極的にとれる意識づくりに努める。

外国の人の暮らしがわかる本を図書館で探して読んでみよう
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　市川三郷町男女共同参画推進委員会では、平成 20 年度から町民意識調査を実施してい
ます。大人（高校生以上）向けに 3 問、子ども（小学生～中学生）向けに 1 問の設問を
用意し、多くの方からのご回答をいただきました。ご協力ありがとうございました。集計
結果をグラフにて紹介いたします。

有効回答者数　　　  　　　　　単位 : 人
　第 1 回 - 平成 20 年 - 大人 365、子ども 148
　第２回 - 平成 21 年 - 大人 319、子ども 177
　第 3 回 - 平成 22 年 - 大人 327、子ども 226
　第 4 回 - 平成 23 年 - 大人 324、子ども 155
　第 5 回 - 平成 24 年 - 大人 403、子ども 185
　第 6 回 - 平成 25 年 - 大人 241、子ども 167
　第 7 回 - 平成 26 年 - 大人 206、子ども 154
　第 8 回 - 平成 27 年 - 大人 174、子ども　93
　第 9 回 - 平成 28 年 - 大人 146、子ども　74
　第 10 回 - 平成 29 年 - 大人　73、子ども　70
　第 11 回 - 平成 30 年 - 大人 114、子ども　52
　※令和元年、２年、３年は調査未実施。

問 女の方が得？男の方が得？
　　男女平等意識（大人の回答）

　　男女平等意識（年齢別）　平成 30 年

　　　　39 歳以下の人から見て　　　　　　　40 ～ 60 歳の人から見て　　　　　61 歳以上の人から見て

資料１　町民意識調査集計結果

回答者属性
H20

H21

H22

H23

H24

H25

H26

H27

H28

H29

H30
0％　　　　　　　　　　　　　20％　　　　　　　　　　　　40％　　　　　　　　　　　　60％　　　　　　　　　　　　80％　　　　　　　　　　　　　100％

回答者属性
H20

H21

H22

H23

H24

H25

H26

H27

H28

H29

H30
0％　　　　20％　　　40％　　　　60％　　　　80％　　　100％

女性　　男性

6363％％
6969％％
6969％％
6969％％
6464％％
6969％％
6666％％
6969％％
5959％％
6969％％
6666％％

3737％％
3131％％
3131％％
3131％％
3636％％
3131％％
3434％％
3131％％
4141％％
3131％％
3434％％

女性の方が得　　　男性の方が得　　　どちらとも言えない

4646％％
5252％％
4747％％
1818％％
2323％％
1515％％
2121％％

2525％％
1919％％
1616％％

1616％％

2020％％
1111％％
1717％％
6868％％
6161％％
7171％％
6666％％
6262％％
6767％％
7070％％
7070％％

1414％％
1616％％
1414％％
1313％％
1313％％
1414％％
1414％％
1414％％

3434％％
3737％％
3636％％

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

賛成

反対

どちらとも言えない

賛成

反対

どちらとも言えない

賛成

反対

どちらとも言えない

どちらとも言えない

反対

賛成

どちらとも言えない

反対

賛成

2424％％

1010％％6666％％

1010％％

2020％％7070％％

1212％％

1212％％
7676％％

平成 23 年度より、「どちらとも言えない」を追加
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　　男女平等意識（男女別・大人）　平成 30 年

　　　　　　　女性から見て　　　　　　　　　　　　　　　　　男性から見て

　　男女平等意識（子ども）

　　男女平等意識（男女別・子ども）　平成 30 年

　　　　回答者属性　　　　　　　　　　　女子から見て　　　　　　　　　　　男子から見て

女性の方が得　　　男性の方が得　　　どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

賛成

反対

どちらとも言えない

賛成

反対

どちらとも言えない

賛成

反対

どちらとも言えない

どちらとも言えない

反対

賛成

どちらとも言えない

反対

賛成

回答者属性
H20

H21

H22

H23

H24

H25

H26

H27

H28

H29

H30
0％　　　　　　　　　　　　　20％　　　　　　　　　　　　40％　　　　　　　　　　　　60％　　　　　　　　　　　　80％　　　　　　　　　　　　　100％

6868％％
5656％％
5353％％
5555％％
1717％％
3737％％
2929％％

3535％％
3232％％
1717％％

2323％％

2929％％
2828％％
2828％％
4545％％
3131％％
2727％％
4242％％

3030％％
4242％％
4646％％
2727％％

平成 23 年度より、「どちらとも言えない」を追加

1818％％
5454％％
3636％％
4343％％
1919％％
3636％％
5656％％
3535％％

11％％
22％％
00％％

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

賛成

反対

どちらとも言えない

賛成

反対

どちらとも言えない

賛成

反対

どちらとも言えない

どちらとも言えない

反対

賛成

どちらとも言えない

反対

賛成

3333％％男子男子
3737％％ 女子女子

6363％％

3333％％

3333％％

3737％％

55％％

5858％％

1616％％
88％％

7777％％ 1111％％

3232％％
5757％％
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問 夫は外で働き、妻は家庭を守るべき？

　　固定的役割分担意識

　　固定的役割分担意識（年齢別）　平成 30 年

　　　　39 歳以下の人から見て　　　　　　　40 ～ 60 歳の人から見て　　　　　　61 歳以上の人から見て

　　固定的役割分担意識（男女別）　平成 30 年

　　　　　　　女性から見て　　　　　　　　　　　　　　　　男性から見て

回答者属性
H20

H21

H22

H23

H24

H25

H26

H27

H28

H29

H30
0％　　　　　　　　　　　　　20％　　　　　　　　　　　　40％　　　　　　　　　　　　60％　　　　　　　　　　　　80％　　　　　　　　　　　　　100％

賛成　　　反対　　　どちらとも言えない

2626％％
3131％％
2121％％
1919％％
2626％％
1212％％
1414％％

2121％％
1414％％
1515％％

1616％％

7373％％
6666％％
7777％％
8181％％
7474％％
8888％％
8686％％
7979％％
8686％％
8585％％
8484％％

平成 23 年度より、「どちらとも言えない」を追加

11％％
33％％
22％％
00％％
00％％
00％％
00％％
00％％
00％％
00％％
00％％

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

賛成

反対

どちらとも言えない

賛成

反対

どちらとも言えない

賛成

反対

どちらとも言えない

どちらとも言えない

反対

賛成

どちらとも言えない

反対

賛成

8888％％ 6262％％

3838％％
1212％％

9595％％

55％％

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

女性の方が得

男性の方が得

どちらとも言えない

賛成

反対

どちらとも言えない

賛成

反対

どちらとも言えない

賛成

反対

どちらとも言えない

どちらとも言えない

反対

賛成

どちらとも言えない

反対

賛成8787％％

1313％％

7676％％

2424％％
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問 「男女共同参画」という言葉を知っていますか？

　　認知度

　　認知度（年代別）

100％

90％

80％

70％
H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

8383％％

8787％％ 8686％％
9090％％

8484％％

8585％％

8080％％

9797％％

7878％％

8484％％ 8585％％

100％

80％

40％
H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

9696％％ 9696％％ 9797％％ 9898％％

8888％％

9999％％

9090％％
9999％％

9797％％
9797％％

9797％％

9090％％ 8888％％
9191％％

9494％％

8484％％

8787％％

7979％％

100100％％

8080％％

100100％％

8181％％

6363％％

7272％％ 7474％％
7777％％

7474％％ 7272％％
6868％％

8787％％

5353％％

4545％％

7979％％

60％

39歳以下　　　　40～ 60歳　　　　61歳以上
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資料２　関係法令

前文
　日本国民は、正当に選挙された国会におけ
る代表者を通じて行動し、われらとわれらの
子孫のために、諸国民との協和による成果と、
わが国全土にわたつて自由のもたらす恵沢を
確保し、政府の行為によつて再び戦争の惨禍
が起ることのないやうにすることを決意し、
ここに主権が国民に存することを宣言し、こ
の憲法を確定する。そもそも国政は、国民の
厳粛な信託によるものであつて、その権威は
国民に由来し、その権力は国民の代表者がこ
れを行使し、その福利は国民がこれを享受す
る。これは人類普遍の原理であり、この憲法
は、かかる原理に基くものである。われらは、
これに反する一切の憲法、法令及び詔勅を排
除する。
　日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相
互の関係を支配する崇高な理想を深く自覚す
るのであつて、平和を愛する諸国民の公正と
信義に信頼して、われらの安全と生存を保持
しようと決意した。われらは、平和を維持し、
専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から永遠に除
去しようと努めてゐる国際社会において、名
誉ある地位を占めたいと思ふ。われらは、全
世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免か
れ、平和のうちに生存する権利を有すること
を確認する。
われらは、いづれの国家も、自国のことのみ
に専念して他国を無視してはならないのであ
つて、政治道徳の法則は、普遍的なものであ
り、この法則に従ふことは、自国の主権を維
持し、他国と対等関係に立たうとする各国の
責務であると信ずる。
日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげ
てこの崇高な理想と目的を達成することを誓
ふ。

第一条～第八条　省略

第二章　戦争の放棄
第�九条　日本国民は、正義と秩序を基調とす
る国際平和を誠実に希求し、国権の発動た
る戦争と、武力による威嚇又は武力の行使
は、国際紛争を解決する手段としては、永
久にこれを放棄する。
２�　前項の目的を達するため、陸海空軍その
他の戦力は、これを保持しない。国の交戦
権は、これを認めない。

第三章　国民の権利及び義務
第�十条　日本国民たる要件は、法律でこれを
定める。

第�十一条　国民は、すべての基本的人権の享
有を妨げられない。この憲法が国民に保障

する基本的人権は、侵すことのできない永
久の権利として、現在及び将来の国民に与
へられる。

第�十二条　この憲法が国民に保障する自由及
び権利は、国民の不断の努力によつて、こ
れを保持しなければならない。又、国民は、
これを濫用してはならないのであつて、常
に公共の福祉のためにこれを利用する責任
を負ふ。

第�十三条　すべて国民は、個人として尊重さ
れる。生命、自由及び幸福追求に対する国
民の権利については、公共の福祉に反しな
い限り、立法その他の国政の上で、最大の
尊重を必要とする。

第�十四条　すべて国民は、法の下に平等であ
つて、人種、信条、性別、社会的身分又は
門地により、政治的、経済的又は社会的関
係において差別されない。

２�　華族その他の貴族の制度は、これを認め
ない。

３�　栄誉、勲章その他の栄典の授与は、いか
なる特権も伴はない。栄典の授与は、現に
これを有し、又は将来これを受ける者の一
代に限り、その効力を有する。

第十五条　省略

第�十六条　何人も、損害の救済、公務員の罷
免、法律、命令又は規則の制定、廃止又は
改正その他の事項に関し、平穏に請願する
権利を有し、何人も、かかる請願をしたた
めにいかなる差別待遇も受けない。

第十七条　省略

第�十八条　何人も、いかなる奴隷的拘束も受
けない。又、犯罪に因る処罰の場合を除い
ては、その意に反する苦役に服させられな
い。

第�十九条　思想及び良心の自由は、これを侵
してはならない。

第�二十条　信教の自由は、何人に対してもこ
れを保障する。いかなる宗教団体も、国か
ら特権を受け、又は政治上の権力を行使し
てはならない。

２�　何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は
行事に参加することを強制されない。

３�　国及びその機関は、宗教教育その他いか
なる宗教的活動もしてはならない。

日本国憲法（抄）
昭和二十一年十一月三日　公布
昭和二十二年　五月三日　施行
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第�二十一条　集会、結社及び言論、出版その
他一切の表現の自由は、これを保障する。
２�　検閲は、これをしてはならない。通信の
秘密は、これを侵してはならない。

第�二十二条　何人も、公共の福祉に反しない
限り、居住、移転及び職業選択の自由を有
する。
２�　何人も、外国に移住し、又は国籍を離脱
する自由を侵されない。

第二十三条　学問の自由は、これを保障する。

第�二十四条　婚姻は両性の合意のみに基いて
成立し、夫婦が同等の権利を有することを
基本として、相互の協力により、維持され
なければならない。
２�　配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、
離婚並びに婚姻及び家族に関するその他の
事項に関しては、法律は、個人の尊厳と両
性の本質的平等に立脚して、制定されなけ
ればならない。

第�二十五条　すべて国民は、健康で文化的な
最低限度の生活を営む権利を有する。
２�　国は、すべての生活部面について、社会
福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増
進に努めなければならない。

第�二十六条　すべて国民は、法律の定めると
ころにより、その能力に応じて、ひとしく
教育を受ける権利を有する。
２�　すべて国民は、法律の定めるところによ
り、その保護する子女に普通教育を受けさ
せる義務を負ふ。義務教育は、これを無償
とする。

第�二十七条　すべて国民は、勤労の権利を有
し、義務を負ふ。
２�　賃金、就業時間、休息その他の勤労条件
に関する基準は、法律でこれを定める。
３　児童は、これを酷使してはならない。

第�二十八条　勤労者の団結する権利及び団体
交渉その他の団体行動をする権利は、これ
を保障する。

第�二十九条　財産権は、これを侵してはなら
ない。

２�　財産権の内容は、公共の福祉に適合する
やうに、法律でこれを定める。

３�　私有財産は、正当な補償の下に、これを
公共のために用ひることができる。

第三十条　省略

第�三十一条　何人も、法律の定める手続によ
らなければ、その生命若しくは自由を奪は
れ、又はその他の刑罰を科せられない。

第�三十二条　何人も、裁判所において裁判を
受ける権利を奪はれない。

第三十三条～第九十六条　省略

第十章　最高法規
第�九十七条　この憲法が日本国民に保障する
基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲
得の努力の成果であつて、これらの権利は、
過去幾多の試練に堪へ、現在及び将来の国
民に対し、侵すことのできない永久の権利
として信託されたものである。

第�九十八条　この憲法は、国の最高法規であ
つて、その条規に反する法律、命令、詔勅
及び国務に関するその他の行為の全部又は
一部は、その効力を有しない。

２�　日本国が締結した条約及び確立された国
際法規は、これを誠実に遵守することを必
要とする。

第�九十九条　天皇又は摂政及び国務大臣、国
会議員、裁判官その他の公務員は、この憲
法を尊重し擁護する義務を負ふ。

（以下　略）
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男女共同参画社会基本法（平成十一年六月二十三日法律第七十八号）
改正　平成十一年七月十六日法律第一〇二号
同　十一年十二月二十二日同　第一六〇号

目　次
前　文
第一章　総則（第一条－第十二条）
第二章　�男女共同参画社会の形成の促進に関

する基本的施策（第十三条－第二十
条）

第三章　�男女共同参画審議会（第二十一条－
第二十八条）

附　則

　我が国においては、日本国憲法に個人の尊
重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実
現に向けた様々な取組が、国際社会における
取組とも連動しつつ、着実に進められてきた
が、なお一層の努力が必要とされている。
　一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の
成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化
に対応していく上で、男女が、互いにその人
権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にか
かわりなく、その個性と能力を十分に発揮す
ることができる男女共同参画社会の実現は、
緊要な課題となっている。
　このような状況にかんがみ、男女共同参画
社会の実現を 21 世紀の我が国社会を決定す
る最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分
野において、男女共同参画社会の形成の促進
に関する施策の推進を図っていくことが重要
である。
　ここに、男女共同参画社会の形成について
の基本理念を明らかにしてその方向を示し、
将来に向かって国、地方公共団体及び国民の
男女共同参画社会の形成に関する取組を総合
的かつ計画的に推進するため、この法律を制
定する。

第一章　総則
（目的）
第�一条　この法律は、男女の人権が尊重され、
かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊
かで活力ある社会を実現することの緊要性
にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関
し、基本理念を定め、並びに国、地方公共
団体及び国民の責務を明らかにするととも
に、男女共同参画社会の形成の促進に関す
る施策の基本となる事項を定めることによ
り、男女共同参画社会の形成を総合的かつ
計画的に推進することを目的とする。

（定義）
第二条　この法律において、次の各号に掲げ
る用語の意義は、当該各号に定めるところに
よる。
　一　男女共同参画社会の形成
　�　男女が、社会の対等な構成員として、自
らの意志によって社会のあらゆる分野にお
ける活動に参画する機会が確保され、もっ

て男女が均等に政治的、経済的、社会的及
び文化的利益を享受することができ、かつ、
共に責任を担うべき社会を形成することを
いう。

　二　積極的改善措置
　�　前号に規定する機会に係る男女間の格差
を改善するため必要な範囲内において、男
女いずれか一方に対し、当該機会を積極的
に提供することをいう。

（男女の人権の尊重）
第�三条　男女共同参画社会の形成は、男女の
個人としての尊厳が重んぜられること、男
女が性別による差別的取扱いを受けないこ
と、男女が個人として能力を発揮する機会
が確保されることその他の男女の人権が尊
重されることを旨として、行わなければな
らない。

（社会における制度又は慣行についての配慮）
第�四条　男女共同参画社会の形成に当たって
は、社会における制度又は慣行が、性別に
よる固定的な役割分担等を反映して、男女
の社会における活動の選択に対して中立で
ない影響を及ぼすことにより、男女共同参
画社会の形成を阻害する要因となるおそれ
があることにかんがみ、社会における制度
又は慣行が男女の社会における活動の選択
に対して及ぼす影響をできる限り中立なも
のとするように配慮されなければならな
い。

（政策等の立案及び決定への共同参画）
第�五条　男女共同参画社会の形成は、男女が、
社会の対等な構成員として、国若しくは地
方公共団体における政策又は民間の団体に
おける方針の立案及び決定に共同して参画
する機会が確保されることを旨として、行
われなければならない。

（家庭生活における活動と他の活動の両立）
第�六条　男女共同参画社会の形成は、家族を
構成する男女が、相互の協力と社会の支援
の下に、子の養育、家族の介護その他の家
庭生活における活動について家族の一員と
しての役割を円滑に果たし、かつ、当該活
動以外の活動を行うことができるようにす
ることを旨として、行われなければならな
い。

（国際的協調）
第�七条　男女共同参画社会の形成の促進が国
際社会における取組と密接な関係を有して
いることにかんがみ、男女共同参画社会の
形成は、国際的協調の下に行われなければ
ならない。
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（国の責務）
第�八条　国は、第 3条から前条までに定める
男女共同参画社会の形成についての基本理
念（以下「基本理念」という。）にのっと
り、男女共同参画社会の形成の促進に関す
る施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）
を総合的に策定し、及び実施する責務を有
する。

（地方公共団体の責務）
第�九条　地方公共団体は、基本理念にのっと
り、男女共同参画社会の形成の促進に関し、
国の施策に準じた施策及びその他のその地
方公共団体の区域の特性に応じた施策を策
定し、及び実施する責務を有する。

（国民の責務）
第�十条　国民は、職域、学校、地域、家庭そ
の他の社会のあらゆる分野において、基本
理念にのっとり、男女共同参画社会の形成
に寄与するように努めなければならない。

（法制上の措置等）
第�十一条　政府は、男女共同参画社会の形成
の促進に関する施策を実施するため必要な
法制上又は財政上の措置その他の措置を講
じなければならない。

（年次報告等）
第�十二条　政府は、毎年、国会に、男女共
同参画社会の形成の状況及び政府が講じた
男女共同参画社会の形成の促進に関する施
策についての報告を提出しなければならな
い。
２�　政府は、毎年、前項の報告に係る男女共
同参画社会の形成の状況を考慮して講じよ
うとする男女共同参画社会の形成の促進に
関する施策を明らかにした文書を作成し、
これを国会に提出しなければならない。

第二章　�男女共同参画社会の形成の促進に関
する基本的施策

（男女共同参画基本計画）
第十三条　政府は、男女共同参画社会の形成
の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推
進を図るため、男女共同参画社会の形成の促
進に関する基本的な計画（以下「男女共同参
画基本計画」という。）を定めなければなら
ない。
２　男女共同参画基本計画は、次に掲げる事
項について定めるものとする。
　一�　総合的かつ長期的に講ずべき男女共同
参画社会の形成の促進に関する施策の大
綱

　二�　前号に掲げるもののほか、男女共同参
画社会の形成の促進に関する施策を総合
的かつ計画的に推進するために必要な事
項

３�　内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意
見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を
作成し、閣議の決定を求めなければならな
い。

４�　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議
の決定があったときは、遅滞なく、男女
共同参画基本計画を公表しなければならな
い。

５　前 2項の規定は、男女共同参画基本計画
の変更について準用する。

（都道府県男女共同参画基本計画等）
第�十四条　都道府県は、男女共同参画基本計
画を勘案して、当該都道府県の区域におけ
る男女共同参画社会の形成の促進に関する
施策についての基本的な計画（以下「都道
府県男女共同参画計画」という。）を定め
なければならない。

２�　都道府県男女共同参画計画は、次に揚げ
る事項について定めるものとする。

　一�　都道府県の区域において総合的かつ長
期的に講ずべき男女共同参画社会の形成
の促進に関する施策の大綱

　二�　前号に揚げるもののほか、都道府県の
区域における男女共同参画社会の形成の
促進に関する施策を総合的かつ計画的に
推進するために必要な事項

３�　市町村は、男女共同参画基本計画及び都
道府県男女共同参画計画を勘案して、当該
市町村の区域における男女共同参画社会の
形成の促進に関する施策についての基本的
な計画（以下「市町村男女共同参画計画」
という。）を定めるように努めなければな
らない。

４�　都道府県又は市町村は、都道府県男女共
同参画計画又は市町村男女共同参画計画を
定め、又は変更したときは、遅滞なく、こ
れを公表しなければならない。

（施策の策定等に当たっての配慮）
第�十五条　国及び地方公共団体は、男女共同
参画社会の形成に影響を及ぼすと認められ
る施策を策定し、及び実施するに当たって
は、男女共同参画社会の形成に配慮しなけ
ればならない。

（国民の理解を深めるための措置）
第�十六条　国及び地方公共団体は、広報活動
を通じて、基本理念に関する国民の理解を
深めるよう適切な措置を講じなければなら
ない。

（苦情の処理等）
第�十七条　国は、政府が実施する男女共同参
画社会の形成の促進に関する施策又は男女
共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認め
られる施策についての苦情の処理のために
必要な措置及び性別による差別的扱いその
他の男女共同参画社会の形成を阻害する要
因によって人権が侵害された場合における
被害者の救済を図るために必要な措置を講
じなければならない。
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（調査研究）
第�十八条　国は、社会における制度又は慣行
が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に
関する調査研究その他の男女共同参画社会
の形成の促進に関する施策の策定に必要な
調査研究を推進するように努めるものとす
る。

（国際的協調のための措置）
第�十九条　国は、男女共同参画社会の形成を
国際的協調の下に促進するため、外国政府
又は国際機関との情報の交換その他男女共
同参画社会の形成に関する国際的な相互協
力の円滑な推進を図るために必要な措置を
講ずるように努めるものとする。

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）
第�二十条　国は、地方公共団体が実施する男
女共同参画社会の形成の促進に関する施策
及び民間の団体が男女共同参画社会の形成
の促進に関して行う活動を支援するため、
情報の提供その他の必要な措置を講ずるよ
うに努めるものとする。

第三章　男女共同参画会議
（設置）
第�二十一条　内閣府に、男女共同参画会議（以
下「会議」という。）を置く。

（所管業務）
第�二十二条　会議は、次に掲げる事務をつか
さどる。
　一�　男女共同参画基本計画に関し、第 13
条第 3 項に規定する事項を処理するこ
と。

　二�　前号に掲げるもののほか、内閣総理大
臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共
同参画社会の形成の促進に関する基本的
な方針、基本的な政策及び重要事項を調
査審議すること。

　三�　前 2号に規定する事項に関し、調査審
議し、必要があると認めるときは、内閣
総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を
述べること。

　四�　政府が実施する男女共同参画社会の形
成の促進に関する施策の実施状況を監視
し、及び政府の施策が男女共同参画社会
の形成に及ぼす影響を調査し、必要があ
ると認めるときは、内閣総理大臣及び関
係各大臣に対し、意見を述べること。

（組織）
第�二十三条　会議は、議長及び、議員 24 人
以内をもって組織する。

（議長）
第�二十四条　議長は、内閣官房長官をもって
充てる。

２　議長は、会務を総理する。

（議員）
第二十五条　議員は、次に掲げる者をもって
充てる。
　一�　内閣官房長官以外の国務大臣のうちか
ら、内閣総理大臣が指定する者

　二�　男女共同参画社会の形成に関し優れた
見識を有する者のうちから、内閣総理大
臣が任命する者

２�　前項第 2号の議員の数は、同項に規定す
る議員の総数の 10 分の 5 未満であっては
ならない。

３�　第 1項第 2号の議員のうち、男女いずれ
か一方の議員の数は、同号に規定する議員
の総数の 10 分の 4 未満であってはならな
い。

４　第 1項第 2号の議員は、非常勤とする。

（議員の任期）
第�二十六条　前条第 1項第 2号の議員の任期
は、2年とする。ただし、補欠の議員の任
期は、前任者の残任期間とする。

２�　前条第 1項第 2号の議員は、再任される
ことができる。

（資料提出の要求等）
第�二十七条　会議は、その所掌事務を遂行す
るために必要があると認めるときは、関係
行政機関の長に対し、監視又は調査に必要
な資料その他の資料の提出、意見の開陳、
説明その他必要な協力を求めることができ
る。

２�　会議は、その所掌事務を遂行するために
特に必要があると認めるときは、前項に規
定する者以外の者に対しても、必要な協力
を依頼することができる。

（政令への委任）
第�二十八条　この章に定めるもののほか、会
議の組織及び議員その他の職員その他会議
に関し必要な事項は、政令で定める。

附　則�（平成十一年六月二十三日法律第
七十八号）　抄

（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から施行する。

（以下　略）
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律
（平成十三年四月十三日法律第三十一号）

最終改正年月日 : 令和二年四月一日

目　次
第一章　総則（第一条・第二条）
第一章の二　�基本方針及び都道府県基本計画

等（第二条の二・第二条の三）
第二章　�配偶者暴力相談支援センター等（第

三条―第五条）
第三章　被害者の保護（第六条―第九条の二）
第四章　保護命令（第十条―第二十二条）
第五章　雑則（第二十三条―第二十八条）
第五章の二　補則（第二十八条の二）
第六章　罰則（第二十九条・第三十条）
附　則

　我が国においては、日本国憲法に個人の尊
重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と
男女平等の実現に向けた取組が行われてい
る。
　ところが、配偶者からの暴力は、犯罪とな
る行為をも含む重大な人権侵害であるにもか
かわらず、被害者の救済が必ずしも十分に行
われてこなかった。また、配偶者からの暴力
の被害者は、多くの場合女性であり、経済的
自立が困難である女性に対して配偶者が暴力
を加えることは、個人の尊厳を害し、男女平
等の実現の妨げとなっている。
　このような状況を改善し、人権の擁護と男
女平等の実現を図るためには、配偶者からの
暴力を防止し、被害者を保護するための施策
を講ずることが必要である。このことは、女
性に対する暴力を根絶しようと努めている国
際社会における取組にも沿うものである。
　ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相
談、保護、自立支援等の体制を整備すること
により、配偶者からの暴力の防止及び被害者
の保護を図るため、この法律を制定する。

第一章　総則
（定義）
第�一条　この法律において「配偶者からの暴
力」とは、配偶者からの身体に対する暴
力（身体に対する不法な攻撃であって生命
又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下
同じ。）又はこれに準ずる心身に有害な影
響を及ぼす言動（以下この項及び第二十八
条の二において「身体に対する暴力等」と
総称する。）をいい、配偶者からの身体に
対する暴力等を受けた後に、その者が離婚
をし、又はその婚姻が取り消された場合に
あっては、当該配偶者であった者から引き
続き受ける身体に対する暴力等を含むもの
とする。
２�　この法律において「被害者」とは、配偶
者からの暴力を受けた者をいう。
３�　この法律にいう「配偶者」には、婚姻の
届出をしていないが事実上婚姻関係と同様
の事情にある者を含み、「離婚」には、婚

姻の届出をしていないが事実上婚姻関係
と同様の事情にあった者が、事実上離婚し
たと同様の事情に入ることを含むものとす
る。

（国及び地方公共団体の責務）
第�二条　国及び地方公共団体は、配偶者から
の暴力を防止するとともに、被害者の自立
を支援することを含め、その適切な保護を
図る責務を有する。

第一章の二　基本方針及び都道府県基本計画等
（基本方針）
第�二条の二　内閣総理大臣、国家公安委員会、
法務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及
び次条第五項において「主務大臣」という。）
は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護のための施策に関する基本的な方針
（以下この条並びに次条第一項及び第三項
において「基本方針」という。）を定めな
ければならない。

２�　基本方針においては、次に掲げる事項に
つき、次条第一項の都道府県基本計画及び
同条第三項の市町村基本計画の指針となる
べきものを定めるものとする。

　一�　配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護に関する基本的な事項

　二�　配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護のための施策の内容に関する事項

　三�　その他配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護のための施策の実施に関する
重要事項

３�　主務大臣は、基本方針を定め、又はこれ
を変更しようとするときは、あらかじめ、
関係行政機関の長に協議しなければならな
い。

４�　主務大臣は、基本方針を定め、又はこれ
を変更したときは、遅滞なく、これを公表
しなければならない。

（都道府県基本計画等）
第�二条の三　都道府県は、基本方針に即して、
当該都道府県における配偶者からの暴力の
防止及び被害者の保護のための施策の実施
に関する基本的な計画（以下この条におい
て「都道府県基本計画」という。）を定め
なければならない。

２�　都道府県基本計画においては、次に掲げ
る事項を定めるものとする。

　一�　配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護に関する基本的な方針

　二�　配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護のための施策の実施内容に関する事
項

　三�　その他配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護のための施策の実施に関する
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重要事項
３�　市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、
基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画
を勘案して、当該市町村における配偶者か
らの暴力の防止及び被害者の保護のための
施策の実施に関する基本的な計画（以下こ
の条において「市町村基本計画」という。）
を定めるよう努めなければならない。
４�　都道府県又は市町村は、都道府県基本計
画又は市町村基本計画を定め、又は変更し
たときは、遅滞なく、これを公表しなけれ
ばならない。
５�　主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、
都道府県基本計画又は市町村基本計画の作
成のために必要な助言その他の援助を行う
よう努めなければならない。

第二章　配偶者暴力相談支援センター等
（配偶者暴力相談支援センター）
第�三条　都道府県は、当該都道府県が設置す
る婦人相談所その他の適切な施設におい
て、当該各施設が配偶者暴力相談支援セン
ターとしての機能を果たすようにするもの
とする。
２�　市町村は、当該市町村が設置する適切な
施設において、当該各施設が配偶者暴力相
談支援センターとしての機能を果たすよう
にするよう努めるものとする。
３�　配偶者暴力相談支援センターは、配偶者
からの暴力の防止及び被害者の保護のた
め、次に掲げる業務を行うものとする。
　一�　被害者に関する各般の問題について、
相談に応ずること又は婦人相談員若しく
は相談を行う機関を紹介すること。

　二�　被害者の心身の健康を回復させるた
め、医学的又は心理学的な指導その他の
必要な指導を行うこと。

　三�　被害者（被害者がその家族を同伴する
場合にあっては、被害者及びその同伴す
る家族。次号、第六号、第五条、第八条
の三及び第九条において同じ。）の緊急
時における安全の確保及び一時保護を行
うこと。

　四�　被害者が自立して生活することを促進
するため、就業の促進、住宅の確保、援
護等に関する制度の利用等について、情
報の提供、助言、関係機関との連絡調整
その他の援助を行うこと。

　五�　第四章に定める保護命令の制度の利用
について、情報の提供、助言、関係機関
への連絡その他の援助を行うこと。

　六�　被害者を居住させ保護する施設の利用
について、情報の提供、助言、関係機関
との連絡調整その他の援助を行うこと。

４�　前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、
自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準
を満たす者に委託して行うものとする。
５�　配偶者暴力相談支援センターは、その業
務を行うに当たっては、必要に応じ、配偶
者からの暴力の防止及び被害者の保護を図
るための活動を行う民間の団体との連携に

努めるものとする。

（婦人相談員による相談等）
第�四条　婦人相談員は、被害者の相談に応じ、
必要な指導を行うことができる。

（婦人保護施設における保護）
第�五条　都道府県は、婦人保護施設において
被害者の保護を行うことができる。

第三章　被害者の保護
（配偶者からの暴力の発見者による通報等）
第�六条　配偶者からの暴力（配偶者又は配偶
者であった者からの身体に対する暴力に限
る。以下この章において同じ。）を受けて
いる者を発見した者は、その旨を配偶者暴
力相談支援センター又は警察官に通報する
よう努めなければならない。

２�　医師その他の医療関係者は、その業務を
行うに当たり、配偶者からの暴力によって
負傷し又は疾病にかかったと認められる者
を発見したときは、その旨を配偶者暴力相
談支援センター又は警察官に通報すること
ができる。この場合において、その者の意
思を尊重するよう努めるものとする。

３�　刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘
密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する
法律の規定は、前二項の規定により通報す
ることを妨げるものと解釈してはならな
い。

４�　医師その他の医療関係者は、その業務を
行うに当たり、配偶者からの暴力によって
負傷し又は疾病にかかったと認められる者
を発見したときは、その者に対し、配偶者
暴力相談支援センター等の利用について、
その有する情報を提供するよう努めなけれ
ばならない。

（配偶者暴力相談支援センターによる保護に
ついての説明等）
第�七条　配偶者暴力相談支援センターは、被
害者に関する通報又は相談を受けた場合に
は、必要に応じ、被害者に対し、第三条第
三項の規定により配偶者暴力相談支援セン
ターが行う業務の内容について説明及び助
言を行うとともに、必要な保護を受けるこ
とを勧奨するものとする。

（警察官による被害の防止）
第�八条　警察官は、通報等により配偶者から
の暴力が行われていると認めるときは、警
察法（昭和二十九年法律第百六十二号）、
警察官職務執行法（昭和二十三年法律第
百三十六号）その他の法令の定めるところ
により、暴力の制止、被害者の保護その他
の配偶者からの暴力による被害の発生を防
止するために必要な措置を講ずるよう努め
なければならない。

（警察本部長等の援助）
第�八条の二　警視総監若しくは道府県警察本
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部長（道警察本部の所在地を包括する方
面を除く方面については、方面本部長。第
十五条第三項において同じ。）又は警察署
長は、配偶者からの暴力を受けている者か
ら、配偶者からの暴力による被害を自ら防
止するための援助を受けたい旨の申出があ
り、その申出を相当と認めるときは、当該
配偶者からの暴力を受けている者に対し、
国家公安委員会規則で定めるところによ
り、当該被害を自ら防止するための措置の
教示その他配偶者からの暴力による被害の
発生を防止するために必要な援助を行うも
のとする。

（福祉事務所による自立支援）
第�八条の三　社会福祉法（昭和二十六年法律
第四十五号）に定める福祉に関する事務所
（次条において「福祉事務所」という。）は、
生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四
号）、児童福祉法（昭和二十二年法律第
百六十四号）、母子及び父子並びに寡婦福
祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）そ
の他の法令の定めるところにより、被害者
の自立を支援するために必要な措置を講ず
るよう努めなければならない。

（被害者の保護のための関係機関の連携協力）
第�九条　配偶者暴力相談支援センター、都道
府県警察、福祉事務所、児童相談所その他
の都道府県又は市町村の関係機関その他の
関係機関は、被害者の保護を行うに当たっ
ては、その適切な保護が行われるよう、相
互に連携を図りながら協力するよう努める
ものとする。

（苦情の適切かつ迅速な処理）
第�九条の二　前条の関係機関は、被害者の保
護に係る職員の職務の執行に関して被害者
から苦情の申出を受けたときは、適切かつ
迅速にこれを処理するよう努めるものとす
る。

第四章　保護命令
（保護命令）
第�十条　被害者（配偶者からの身体に対する
暴力又は生命等に対する脅迫（被害者の生
命又は身体に対し害を加える旨を告知して
する脅迫をいう。以下この章において同
じ。）を受けた者に限る。以下この章にお
いて同じ。）が、配偶者からの身体に対す
る暴力を受けた者である場合にあっては配
偶者からの更なる身体に対する暴力（配偶
者からの身体に対する暴力を受けた後に、
被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消
された場合にあっては、当該配偶者であっ
た者から引き続き受ける身体に対する暴
力。第十二条第一項第二号において同じ。）
により、配偶者からの生命等に対する脅迫
を受けた者である場合にあっては配偶者か
ら受ける身体に対する暴力（配偶者からの
生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者

が離婚をし、又はその婚姻が取り消された
場合にあっては、当該配偶者であった者か
ら引き続き受ける身体に対する暴力。同号
において同じ。）により、その生命又は身
体に重大な危害を受けるおそれが大きいと
きは、裁判所は、被害者の申立てにより、
その生命又は身体に危害が加えられること
を防止するため、当該配偶者（配偶者から
の身体に対する暴力又は生命等に対する脅
迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又は
その婚姻が取り消された場合にあっては、
当該配偶者であった者。

　�　以下この条、同項第三号及び第四号並び
に第十八条第一項において同じ。）に対し、
次の各号に掲げる事項を命ずるものとす
る。ただし、第二号に掲げる事項について
は、申立ての時において被害者及び当該配
偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。

　一�　命令の効力が生じた日から起算して六
月間、被害者の住居（当該配偶者と共に
生活の本拠としている住居を除く。以下
この号において同じ。）その他の場所に
おいて被害者の身辺につきまとい、又は
被害者の住居、勤務先その他その通常所
在する場所の付近をはいかいしてはなら
ないこと。

　二�　命令の効力が生じた日から起算して二
月間、被害者と共に生活の本拠としてい
る住居から退去すること及び当該住居の
付近をはいかいしてはならないこと。

２�　前項本文に規定する場合において、同項
第一号の規定による命令を発する裁判所又
は発した裁判所は、被害者の申立てにより、
その生命又は身体に危害が加えられること
を防止するため、当該配偶者に対し、命令
の効力が生じた日以後、同号の規定による
命令の効力が生じた日から起算して六月を
経過する日までの間、被害者に対して次の
各号に掲げるいずれの行為もしてはならな
いことを命ずるものとする。

　一　面会を要求すること。
　二�　その行動を監視していると思わせるよ
うな事項を告げ、又はその知り得る状態
に置くこと。

　三�　著しく粗野又は乱暴な言動をするこ
と。

　四�　電話をかけて何も告げず、又は緊急や
むを得ない場合を除き、連続して、電話
をかけ、ファクシミリ装置を用いて送信
し、若しくは電子メールを送信すること。

　五�　緊急やむを得ない場合を除き、午後十
時から午前六時までの間に、電話をかけ、
ファクシミリ装置を用いて送信し、又は
電子メールを送信すること。

　六�　汚物、動物の死体その他の著しく不快
又は嫌悪の情を催させるような物を送付
し、又はその知り得る状態に置くこと。

　七�　その名誉を害する事項を告げ、又はそ
の知り得る状態に置くこと。

　八�　その性的羞恥心を害する事項を告げ、
若しくはその知り得る状態に置き、又は
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その性的羞恥心を害する文書、図画その
他の物を送付し、若しくはその知り得る
状態に置くこと。

３�　第一項本文に規定する場合において、被
害者がその成年に達しない子（以下この項
及び次項並びに第十二条第一項第三号にお
いて単に「子」という。）と同居している
ときであって、配偶者が幼年の子を連れ戻
すと疑うに足りる言動を行っていることそ
の他の事情があることから被害者がその同
居している子に関して配偶者と面会するこ
とを余儀なくされることを防止するため必
要があると認めるときは、第一項第一号の
規定による命令を発する裁判所又は発した
裁判所は、被害者の申立てにより、その生
命又は身体に危害が加えられることを防止
するため、当該配偶者に対し、命令の効力
が生じた日以後、同号の規定による命令の
効力が生じた日から起算して六月を経過す
る日までの間、当該子の住居（当該配偶者
と共に生活の本拠としている住居を除く。
以下この項において同じ。）、就学する学校
その他の場所において当該子の身辺につき
まとい、又は当該子の住居、就学する学校
その他その通常所在する場所の付近をはい
かいしてはならないことを命ずるものとす
る。ただし、当該子が十五歳以上であると
きは、その同意がある場合に限る。
４�　第一項本文に規定する場合において、配
偶者が被害者の親族その他被害者と社会生
活において密接な関係を有する者（被害者
と同居している子及び配偶者と同居してい
る者を除く。以下この項及び次項並びに第
十二条第一項第四号において「親族等」と
いう。）の住居に押し掛けて著しく粗野又
は乱暴な言動を行っていることその他の事
情があることから被害者がその親族等に関
して配偶者と面会することを余儀なくされ
ることを防止するため必要があると認める
ときは、第一項第一号の規定による命令を
発する裁判所又は発した裁判所は、被害者
の申立てにより、その生命又は身体に危害
が加えられることを防止するため、当該配
偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、
同号の規定による命令の効力が生じた日か
ら起算して六月を経過する日までの間、当
該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の
本拠としている住居を除く。以下この項に
おいて同じ。）その他の場所において当該
親族等の身辺につきまとい、又は当該親族
等の住居、勤務先その他その通常所在する
場所の付近をはいかいしてはならないこと
を命ずるものとする。
５�　前項の申立ては、当該親族等（被害者の
十五歳未満の子を除く。以下この項におい
て同じ。）の同意（当該親族等が十五歳未
満の者又は成年被後見人である場合にあっ
ては、その法定代理人の同意）がある場合
に限り、することができる。

（管轄裁判所）

第�十一条　前条第一項の規定による命令の申
立てに係る事件は、相手方の住所（日本国
内に住所がないとき又は住所が知れないと
きは居所）の所在地を管轄する地方裁判所
の管轄に属する。

２�　前条第一項の規定による命令の申立て
は、次の各号に掲げる地を管轄する地方裁
判所にもすることができる。

　一　申立人の住所又は居所の所在地
　二�　当該申立てに係る配偶者からの身体に
対する暴力又は生命等に対する脅迫が行
われた地

（保護命令の申立て）
第�十二条　第十条第一項から第四項までの規
定による命令（以下「保護命令」という。）
の申立ては、次に掲げる事項を記載した書
面でしなければならない。

　一�　配偶者からの身体に対する暴力又は生
命等に対する脅迫を受けた状況

　二�　配偶者からの更なる身体に対する暴力
又は配偶者からの生命等に対する脅迫を
受けた後の配偶者から受ける身体に対す
る暴力により、生命又は身体に重大な危
害を受けるおそれが大きいと認めるに足
りる申立ての時における事情

　三�　第十条第三項の規定による命令の申立
てをする場合にあっては、被害者が当該
同居している子に関して配偶者と面会す
ることを余儀なくされることを防止する
ため当該命令を発する必要があると認め
るに足りる申立ての時における事情

　四�　第十条第四項の規定による命令の申立
てをする場合にあっては、被害者が当該
親族等に関して配偶者と面会することを
余儀なくされることを防止するため当該
命令を発する必要があると認めるに足り
る申立ての時における事情

　五�　配偶者暴力相談支援センターの職員又
は警察職員に対し、前各号に掲げる事項
について相談し、又は援助若しくは保護
を求めた事実の有無及びその事実がある
ときは、次に掲げる事項

　　イ�　当該配偶者暴力相談支援センター又
は当該警察職員の所属官署の名称

　　ロ�　相談し、又は援助若しくは保護を求
めた日時及び場所

　　ハ�　相談又は求めた援助若しくは保護の
内容

　　ニ�　相談又は申立人の求めに対して執ら
れた措置の内容

２�　前項の書面（以下「申立書」という。）
に同項第五号イからニまでに掲げる事項の
記載がない場合には、申立書には、同項第
一号から第四号までに掲げる事項について
の申立人の供述を記載した書面で公証人法
（明治四十一年法律第五十三号）第五十八
条ノ二第一項の認証を受けたものを添付し
なければならない。

（迅速な裁判）
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第�十三条　裁判所は、保護命令の申立てに係
る事件については、速やかに裁判をするも
のとする。

（保護命令事件の審理の方法）
第�十四条　保護命令は、口頭弁論又は相手方
が立ち会うことができる審尋の期日を経な
ければ、これを発することができない。た
だし、その期日を経ることにより保護命令
の申立ての目的を達することができない事
情があるときは、この限りでない。
２�　申立書に第十二条第一項第五号イからニ
までに掲げる事項の記載がある場合には、
裁判所は、当該配偶者暴力相談支援セン
ター又は当該所属官署の長に対し、申立人
が相談し又は援助若しくは保護を求めた際
の状況及びこれに対して執られた措置の内
容を記載した書面の提出を求めるものとす
る。この場合において、当該配偶者暴力相
談支援センター又は当該所属官署の長は、
これに速やかに応ずるものとする。
３�　裁判所は、必要があると認める場合には、
前項の配偶者暴力相談支援センター若しく
は所属官署の長又は申立人から相談を受
け、若しくは援助若しくは保護を求められ
た職員に対し、同項の規定により書面の提
出を求めた事項に関して更に説明を求める
ことができる。

（保護命令の申立てについての決定等）
第�十五条　保護命令の申立てについての決定
には、理由を付さなければならない。ただ
し、口頭弁論を経ないで決定をする場合に
は、理由の要旨を示せば足りる。
２�　保護命令は、相手方に対する決定書の送
達又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは
審尋の期日における言渡しによって、その
効力を生ずる。
３�　保護命令を発したときは、裁判所書記官
は、速やかにその旨及びその内容を申立人
の住所又は居所を管轄する警視総監又は道
府県警察本部長に通知するものとする。
４�　保護命令を発した場合において、申立人
が配偶者暴力相談支援センターの職員に対
し相談し、又は援助若しくは保護を求めた
事実があり、かつ、申立書に当該事実に係
る第十二条第一項第五号イからニまでに掲
げる事項の記載があるときは、裁判所書記
官は、速やかに、保護命令を発した旨及び
その内容を、当該申立書に名称が記載され
た配偶者暴力相談支援センター（当該申立
書に名称が記載された配偶者暴力相談支援
センターが二以上ある場合にあっては、申
立人がその職員に対し相談し、又は援助若
しくは保護を求めた日時が最も遅い配偶者
暴力相談支援センター）の長に通知するも
のとする。
５　保護命令は、執行力を有しない。

（即時抗告）
第�十六条　保護命令の申立てについての裁判

に対しては、即時抗告をすることができる。
２�　前項の即時抗告は、保護命令の効力に影
響を及ぼさない。

３�　即時抗告があった場合において、保護命
令の取消しの原因となることが明らかな事
情があることにつき疎明があったときに限
り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗
告についての裁判が効力を生ずるまでの
間、保護命令の効力の停止を命ずることが
できる。事件の記録が原裁判所に存する間
は、原裁判所も、この処分を命ずることが
できる。

４�　前項の規定により第十条第一項第一号の
規定による命令の効力の停止を命ずる場合
において、同条第二項から第四項までの規
定による命令が発せられているときは、裁
判所は、当該命令の効力の停止をも命じな
ければならない。

５�　前二項の規定による裁判に対しては、不
服を申し立てることができない。

６�　抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定
による命令を取り消す場合において、同条
第二項から第四項までの規定による命令が
発せられているときは、抗告裁判所は、当
該命令をも取り消さなければならない。

７�　前条第四項の規定による通知がされてい
る保護命令について、第三項若しくは第四
項の規定によりその効力の停止を命じたと
き又は抗告裁判所がこれを取り消したとき
は、裁判所書記官は、速やかに、その旨及
びその内容を当該通知をした配偶者暴力相
談支援センターの長に通知するものとす
る。

８�　前条第三項の規定は、第三項及び第四項
の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り
消した場合について準用する。

（保護命令の取消し）
第�十七条　保護命令を発した裁判所は、当該
保護命令の申立てをした者の申立てがあっ
た場合には、当該保護命令を取り消さなけ
ればならない。第十条第一項第一号又は第
二項から第四項までの規定による命令に
あっては同号の規定による命令が効力を生
じた日から起算して三月を経過した後にお
いて、同条第一項第二号の規定による命令
にあっては当該命令が効力を生じた日から
起算して二週間を経過した後において、こ
れらの命令を受けた者が申し立て、当該裁
判所がこれらの命令の申立てをした者に異
議がないことを確認したときも、同様とす
る。

２�　前条第六項の規定は、第十条第一項第一
号の規定による命令を発した裁判所が前項
の規定により当該命令を取り消す場合につ
いて準用する。

３�　第十五条第三項及び前条第七項の規定
は、前二項の場合について準用する。

（第十条第一項第二号の規定による命令の再
度の申立て）
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第�十八条　第十条第一項第二号の規定による
命令が発せられた後に当該発せられた命令
の申立ての理由となった身体に対する暴力
又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理
由とする同号の規定による命令の再度の申
立てがあったときは、裁判所は、配偶者と
共に生活の本拠としている住居から転居し
ようとする被害者がその責めに帰すること
のできない事由により当該発せられた命令
の効力が生ずる日から起算して二月を経過
する日までに当該住居からの転居を完了す
ることができないことその他の同号の規定
による命令を再度発する必要があると認め
るべき事情があるときに限り、当該命令を
発するものとする。ただし、当該命令を発
することにより当該配偶者の生活に特に著
しい支障を生ずると認めるときは、当該命
令を発しないことができる。
２�　前項の申立てをする場合における第十二
条の規定の適用については、同条第一項各
号列記以外の部分中「次に掲げる事項」と
あるのは「第一号、第二号及び第五号に掲
げる事項並びに第十八条第一項本文の事
情」と、同項第五号中「前各号に掲げる事項」
とあるのは「第一号及び第二号に掲げる事
項並びに第十八条第一項本文の事情」と、
同条第二項中「同項第一号から第四号まで
に掲げる事項」とあるのは「同項第一号及
び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一
項本文の事情」とする。

（事件の記録の閲覧等）
第�十九条　保護命令に関する手続について、
当事者は、裁判所書記官に対し、事件の記
録の閲覧若しくは謄写、その正本、謄本若
しくは抄本の交付又は事件に関する事項の
証明書の交付を請求することができる。た
だし、相手方にあっては、保護命令の申立
てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出
す審尋の期日の指定があり、又は相手方に
対する保護命令の送達があるまでの間は、
この限りでない。

（法務事務官による宣誓認証）
第�二十条　法務局若しくは地方法務局又はそ
の支局の管轄区域内に公証人がいない場合
又は公証人がその職務を行うことができな
い場合には、法務大臣は、当該法務局若し
くは地方法務局又はその支局に勤務する法
務事務官に第十二条第二項（第十八条第二
項の規定により読み替えて適用する場合を
含む。）の認証を行わせることができる。

（民事訴訟法の準用）
第�二十一条　この法律に特別の定めがある場
合を除き、保護命令に関する手続に関して
は、その性質に反しない限り、民事訴訟法
（平成八年法律第百九号）の規定を準用す
る。

（最高裁判所規則）

第�二十二条　この法律に定めるもののほか、
保護命令に関する手続に関し必要な事項
は、最高裁判所規則で定める。

第五章　雑則
（職務関係者による配慮等）
第�二十三条　配偶者からの暴力に係る被害者
の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある
者（次項において「職務関係者」という。）
は、その職務を行うに当たり、被害者の心
身の状況、その置かれている環境等を踏ま
え、被害者の国籍、障害の有無等を問わず
その人権を尊重するとともに、その安全の
確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなけ
ればならない。

２�　国及び地方公共団体は、職務関係者に対
し、被害者の人権、配偶者からの暴力の特
性等に関する理解を深めるために必要な研
修及び啓発を行うものとする。

（教育及び啓発）
第�二十四条　国及び地方公共団体は、配偶者
からの暴力の防止に関する国民の理解を深
めるための教育及び啓発に努めるものとす
る。

（調査研究の推進等）
第�二十五条　国及び地方公共団体は、配偶者
からの暴力の防止及び被害者の保護に資す
るため、加害者の更生のための指導の方法、
被害者の心身の健康を回復させるための方
法等に関する調査研究の推進並びに被害者
の保護に係る人材の養成及び資質の向上に
努めるものとする。

（民間の団体に対する援助）
第�二十六条　国及び地方公共団体は、配偶者
からの暴力の防止及び被害者の保護を図る
ための活動を行う民間の団体に対し、必要
な援助を行うよう努めるものとする。

（都道府県及び市の支弁）
第�二十七条　都道府県は、次の各号に掲げる
費用を支弁しなければならない。

　一�　第三条第三項の規定に基づき同項に掲
げる業務を行う婦人相談所の運営に要す
る費用（次号に掲げる費用を除く。）

　二�　第三条第三項第三号の規定に基づき婦
人相談所が行う一時保護（同条第四項に
規定する厚生労働大臣が定める基準を満
たす者に委託して行う場合を含む。）に
要する費用

　三�　第四条の規定に基づき都道府県知事の
委嘱する婦人相談員が行う業務に要する
費用

　四�　第五条の規定に基づき都道府県が行う
保護（市町村、社会福祉法人その他適当
と認める者に委託して行う場合を含む。）
及びこれに伴い必要な事務に要する費用

２�　市は、第四条の規定に基づきその長の委
嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用
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を支弁しなければならない。

（国の負担及び補助）
第�二十八条　国は、政令の定めるところによ
り、都道府県が前条第一項の規定により支
弁した費用のうち、同項第一号及び第二号
に掲げるものについては、その十分の五を
負担するものとする。
２�　国は、予算の範囲内において、次の各号
に掲げる費用の十分の五以内を補助するこ
とができる。
　一�　都道府県が前条第一項の規定により支
弁した費用のうち、同項第三号及び第四
号に掲げるもの

　二�　市が前条第二項の規定により支弁した
費用

第五章の二　補則
（この法律の準用）
第�二十八条の二　第二条及び第一章の二から
前章までの規定は、生活の本拠を共にする
交際（婚姻関係における共同生活に類する
共同生活を営んでいないものを除く。）を
する関係にある相手からの暴力（当該関係
にある相手からの身体に対する暴力等を
いい、当該関係にある相手からの身体に対
する暴力等を受けた後に、その者が当該関
係を解消した場合にあっては、当該関係に
あった者から引き続き受ける身体に対する
暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者
について準用する。この場合において、こ
れらの規定中「配偶者からの暴力」とある
のは「第二十八条の二に規定する関係にあ
る相手からの暴力」と読み替えるほか、次
の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲
げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる
字句に読み替えるものとする。
第�二条　被害者
　�　被害者（第二十八条の二に規定する関係
にある相手からの暴力を受けた者をいう。
以下同じ。）
第六条第一項　配偶者又は配偶者であった者
　�　同条に規定する関係にある相手又は同条
に規定する関係にある相手であった者
第�十条第一項から第四項まで、第十一条第二
項第二号、第十二条第一項第一号から第四
号まで及び第十八条第一項　配偶者
　�　第二十八条の二に規定する関係にある相
手
第�十条第一項　離婚をし、又はその婚姻が取
り消された場合
　�　第二十八条の二に規定する関係を解消し
た場合

第六章　罰則
第�二十九条　保護命令（前条において読み替
えて運用する第十条第一項から第四項まで
の規定によるものを含む。次条において同
じ。）に違反した者は、一年以下の懲役又
は百万円以下の罰金に処する。

第�三十条　第十二条第一項（第十八条第二項
の規定により読み替えて適用する場合を含
む。）又は第二十八条の二において読み替
えて準用する第十二条第一項（第二十八条
の二において準用する第十八条第二項の規
定により読み替えて適用する場合を含む。）
の規定により記載すべき事項について虚偽
の記載のある申立書により保護命令の申立
てをした者は、十万円以下の過料に処する。

附則　抄
（施行期日）
第�一条　この法律は、公布の日から起算して
六月を経過した日から施行する。ただし、
第二章、第六条（配偶者暴力相談支援セン
ターに係る部分に限る。）、第七条、第九条
（配偶者暴力相談支援センターに係る部分
に限る。）、第二十七条及び第二十八条の規
定は、平成十四年四月一日から施行する。

（経過措置）
第�二条　平成十四年三月三十一日までに婦人
相談所に対し被害者が配偶者からの身体に
対する暴力に関して相談し、又は援助若し
くは保護を求めた場合における当該被害者
からの保護命令の申立てに係る事件に関す
る第十二条第一項第四号並びに第十四条第
二項及び第三項の規定の適用については、
これらの規定中「配偶者暴力相談支援セン
ター」とあるのは、「婦人相談所」とする。

（検討）
第�三条　この法律の規定については、この法
律の施行後三年を目途として、この法律の
施行状況等を勘案し、検討が加えられ、そ
の結果に基づいて必要な措置が講ぜられる
ものとする。

附則（平成十六年法律第六十四号）
（施行期日）
第�一条　この法律は、公布の日から起算して
六月を経過した日から施行する。

（経過措置）
第�二条　この法律の施行前にしたこの法律に
よる改正前の配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護に関する法律（次項において
「旧法」という。）第十条の規定による命令
の申立てに係る同条の規定による命令に関
する事件については、なお従前の例による。

２�　旧法第十条第二号の規定による命令が発
せられた後に当該命令の申立ての理由と
なった身体に対する不法な攻撃であって生
命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事
実を理由とするこの法律による改正後の配
偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に
関する法律（以下「新法」という。）第十
条第一項第二号の規定による命令の申立て
（この法律の施行後最初にされるものに限
る。）があった場合における新法第十八条
第一項の規定の適用については、同項中「二
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月」とあるのは、「二週間」とする。

（検討）
第�三条　新法の規定については、この法律の
施行後三年を目途として、新法の施行状況
等を勘案し、検討が加えられ、その結果に
基づいて必要な措置が講ぜられるものとす
る。

附則（平成十九年法律第百十三号）抄
（施行期日）
第�一条　この法律は、公布の日から起算して
六月を経過した日から施行する。

（経過措置）
第�二条　この法律の施行前にしたこの法律に
よる改正前の配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護に関する法律第十条の規定に
よる命令の申立てに係る同条の規定による
命令に関する事件については、なお従前の
例による。

附則（平成二十五年法律第七十二号）抄
（施行期日）
１�　この法律は、公布の日から起算して六月
を経過した日から施行する。

附則（平成二十六年法律第二十八号）抄
（施行期日）
第�一条　この法律は、平成二十七年四月一日
から施行する。ただし、次の各号に掲げる
規定は、当該各号に定める日から施行する。
　一　略
　二�　第二条並びに附則第三条、第七条から
第十条まで、第十二条及び第十五条から
第十八条までの規定　平成二十六年十月
一日

附則（令和元年法律第四十六号）抄
（施行期日）
第�一条　この法律は、令和二年四月一日から
施行する。ただし、次の各号に掲げる規定
は、当該各号に定める日から施行する。

　一�　附則第四条、第七条第一項及び第八条
の規定　公布の日

（その他の経過措置の政令への委任）
第�四条　前二条に規定するもののほか、この
法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令
で定める。

（検討等）
第�八条　政府は、附則第一条第一号に掲げる
規定の施行後三年を目途に、配偶者からの
暴力の防止及び被害者の保護等に関する法
律第六条第一項及び第二項の通報の対象と
なる同条第一項に規定する配偶者からの暴
力の形態並びに同法第十条第一項から第四
項までの規定による命令の申立てをするこ
とができる同条第一項に規定する被害者の
範囲の拡大について検討を加え、その結果
に基づいて必要な措置を講ずるものとす
る。

２�　政府は、附則第一条第一号に掲げる規定
の施行後三年を目途に、配偶者からの暴力
の防止及び被害者の保護等に関する法律第
一条第一項に規定する配偶者からの暴力に
係る加害者の地域社会における更生のため
の指導及び支援の在り方について検討を加
え、その結果に基づいて必要な措置を講ず
るものとする。
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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律
（平成二十七年法律第六十四号）

目　次
第一章　総則（第一条―第四条）
第二章　基本方針等（第五条・第六条）
第三章　事業主行動計画等
　第一節　事業主行動計画策定指針（第七条）
　第二節　�一般事業主行動計画等（第八条―

第十八条）
　第三節　特定事業主行動計画（第十九条）
　第四節　�女性の職業選択に資する情報の公

表（第二十条・第二十一条）
第四章　�女性の職業生活における活躍を推進

するための支援措置（第二十二条―
第二十九条）

第五章　雑則（第三十条―第三十三条）
第六章　罰則（第三十四条―第三十九条）
附　則

第一章　総則
（目的）
第�一条　この法律は、近年、自らの意思によっ
て職業生活を営み、又は営もうとする女性
がその個性と能力を十分に発揮して職業生
活において活躍すること（以下「女性の職
業生活における活躍」という。）が一層重
要となっていることに鑑み、男女共同参画
社会基本法（平成十一年法律第七十八号）
の基本理念にのっとり、女性の職業生活に
おける活躍の推進について、その基本原則
を定め、並びに国、地方公共団体及び事業
主の責務を明らかにするとともに、基本方
針及び事業主の行動計画の策定、女性の職
業生活における活躍を推進するための支援
措置等について定めることにより、女性の
職業生活における活躍を迅速かつ重点的に
推進し、もって男女の人権が尊重され、か
つ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要
の多様化その他の社会経済情勢の変化に対
応できる豊かで活力ある社会を実現するこ
とを目的とする。

（基本原則）
第�二条　女性の職業生活における活躍の推進
は、職業生活における活躍に係る男女間の
格差の実情を踏まえ、自らの意思によって
職業生活を営み、又は営もうとする女性に
対する採用、教育訓練、昇進、職種及び雇
用形態の変更その他の職業生活に関する機
会の積極的な提供及びその活用を通じ、か
つ、性別による固定的な役割分担等を反映
した職場における慣行が女性の職業生活に
おける活躍に対して及ぼす影響に配慮し
て、その個性と能力が十分に発揮できるよ
うにすることを旨として、行われなければ
ならない。
２�　女性の職業生活における活躍の推進は、
職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、
育児、介護その他の家庭生活に関する事由

によりやむを得ず退職することが多いこと
その他の家庭生活に関する事由が職業生活
に与える影響を踏まえ、家族を構成する男
女が、男女の別を問わず、相互の協力と社
会の支援の下に、育児、介護その他の家庭
生活における活動について家族の一員とし
ての役割を円滑に果たしつつ職業生活にお
ける活動を行うために必要な環境の整備等
により、男女の職業生活と家庭生活との円
滑かつ継続的な両立が可能となることを旨
として、行われなければならない。

３　女性の職業生活における活躍の推進に当
たっては、女性の職業生活と家庭生活との両
立に関し、本人の意思が尊重されるべきもの
であることに留意されなければならない。

（国及び地方公共団体の責務）
第�三条　国及び地方公共団体は、前条に定め
る女性の職業生活における活躍の推進につ
いての基本原則（次条及び第五条第一項に
おいて「基本原則」という。）にのっとり、
女性の職業生活における活躍の推進に関し
て必要な施策を策定し、及びこれを実施し
なければならない。

（事業主の責務）
第�四条　事業主は、基本原則にのっとり、そ
の雇用し、又は雇用しようとする女性労働
者に対する職業生活に関する機会の積極的
な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭
生活との両立に資する雇用環境の整備その
他の女性の職業生活における活躍の推進に
関する取組を自ら実施するよう努めるとと
もに、国又は地方公共団体が実施する女性
の職業生活における活躍の推進に関する施
策に協力しなければならない。

第二章　基本方針等
（基本方針）
第�五条　政府は、基本原則にのっとり、女性
の職業生活における活躍の推進に関する施
策を総合的かつ一体的に実施するため、女
性の職業生活における活躍の推進に関する
基本方針（以下「基本方針」という。）を
定めなければならない。

２�　基本方針においては、次に掲げる事項を
定めるものとする。

　一�　女性の職業生活における活躍の推進に
関する基本的な方向

　二�　事業主が実施すべき女性の職業生活に
おける活躍の推進に関する取組に関する
基本的な事項

　三�　女性の職業生活における活躍の推進に
関する施策に関する次に掲げる事項

　　イ�　女性の職業生活における活躍を推進
するための支援措置に関する事項

　　ロ�　職業生活と家庭生活との両立を図る

36■



ために必要な環境の整備に関する事項
　　ハ�　その他女性の職業生活における活躍

の推進に関する施策に関する重要事項
　四�　前三号に掲げるもののほか、女性の職
業生活における活躍を推進するために必
要な事項

３�　内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、
閣議の決定を求めなければならない。
４�　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議
の決定があったときは、遅滞なく、基本方
針を公表しなければならない。
５�　前二項の規定は、基本方針の変更につい
て準用する。

（都道府県推進計画等）
第�六条　都道府県は、基本方針を勘案して、
当該都道府県の区域内における女性の職業
生活における活躍の推進に関する施策につ
いての計画（以下この条において「都道府
県推進計画」という。）を定めるよう努め
るものとする。
２�　市町村は、基本方針（都道府県推進計画
が定められているときは、基本方針及び都
道府県推進計画）を勘案して、当該市町村
の区域内における女性の職業生活における
活躍の推進に関する施策についての計画
（次項において「市町村推進計画」という。）
を定めるよう努めるものとする。
３�　都道府県又は市町村は、都道府県推進計
画又は市町村推進計画を定め、又は変更し
たときは、遅滞なく、これを公表しなけれ
ばならない。

第三章　事業主行動計画等
第一節　事業主行動計画策定指針

第�七条　内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総
務大臣は、事業主が女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する取組を総合的かつ効
果的に実施することができるよう、基本方
針に即して、次条第一項に規定する一般事
業主行動計画及び第十九条第一項に規定す
る特定事業主行動計画（次項において「事
業主行動計画」と総称する。）の策定に関
する指針（以下「事業主行動計画策定指針」
という。）を定めなければならない。
２�　事業主行動計画策定指針においては、次
に掲げる事項につき、事業主行動計画の指
針となるべきものを定めるものとする。
　一�　事業主行動計画の策定に関する基本的
な事項

　二�　女性の職業生活における活躍の推進に
関する取組の内容に関する事項

　三�　その他女性の職業生活における活躍の
推進に関する取組に関する重要事項

３�　内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大
臣は、事業主行動計画策定指針を定め、又
は変更したときは、遅滞なく、これを公表
しなければならない。

第二節　一般事業主行動計画等
（一般事業主行動計画の策定等）

第�八条　国及び地方公共団体以外の事業主
（以下「一般事業主」という。）であって、
常時雇用する労働者の数が三百人を超える
ものは、事業主行動計画策定指針に即して、
一般事業主行動計画（一般事業主が実施す
る女性の職業生活における活躍の推進に関
する取組に関する計画をいう。以下同じ。）
を定め、厚生労働省令で定めるところによ
り、厚生労働大臣に届け出なければならな
い。これを変更したときも、同様とする。

２�　一般事業主行動計画においては、次に掲
げる事項を定めるものとする。

　一�　計画期間
　二�　女性の職業生活における活躍の推進に
関する取組の実施により達成しようとす
る目標

　三�　実施しようとする女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する取組の内容及び
その実施時期

３�　第一項に規定する一般事業主は、一般事
業主行動計画を定め、又は変更しようとす
るときは、厚生労働省令で定めるところに
より、採用した労働者に占める女性労働者
の割合、男女の継続勤務年数の差異、労働
時間の状況、管理的地位にある労働者に占
める女性労働者の割合その他のその事業に
おける女性の職業生活における活躍に関す
る状況を把握し、女性の職業生活における
活躍を推進するために改善すべき事情につ
いて分析した上で、その結果を勘案して、
これを定めなければならない。この場合に
おいて、前項第二号の目標については、採
用する労働者に占める女性労働者の割合、
男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、
労働時間、管理的地位にある労働者に占め
る女性労働者の割合その他の数値を用いて
定量的に定めなければならない。

４�　第一項に規定する一般事業主は、一般事
業主行動計画を定め、又は変更したときは、
厚生労働省令で定めるところにより、これ
を労働者に周知させるための措置を講じな
ければならない。

５�　第一項に規定する一般事業主は、一般事
業主行動計画を定め、又は変更したときは、
厚生労働省令で定めるところにより、これ
を公表しなければならない。

６�　第一項に規定する一般事業主は、一般事
業主行動計画に基づく取組を実施するとと
もに、一般事業主行動計画に定められた目
標を達成するよう努めなければならない。

７�　一般事業主であって、常時雇用する労働
者の数が三百人以下のものは、事業主行動
計画策定指針に即して、一般事業主行動計
画を定め、厚生労働省令で定めるところに
より、厚生労働大臣に届け出るよう努めな
ければならない。これを変更したときも、
同様とする。

８�　第三項の規定は前項に規定する一般事業
主が一般事業主行動計画を定め、又は変更
しようとする場合について、第四項から第
六項までの規定は前項に規定する一般事業
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主が一般事業主行動計画を定め、又は変更
した場合について、それぞれ準用する。

（基準に適合する一般事業主の認定）
第�九条　厚生労働大臣は、前条第一項又は第
七項の規定による届出をした一般事業主か
らの申請に基づき、厚生労働省令で定める
ところにより、当該事業主について、女性
の職業生活における活躍の推進に関する取
組に関し、当該取組の実施の状況が優良な
ものであることその他の厚生労働省令で定
める基準に適合するものである旨の認定を
行うことができる。

（認定一般事業主の表示等）
第�十条　前条の認定を受けた一般事業主（以
下「認定一般事業主」という。）は、商品、
役務の提供の用に供する物、商品又は役務
の広告又は取引に用いる書類若しくは通信
その他の厚生労働省令で定めるもの（次項
及び第十四条第一項において「商品等」と
いう。）に厚生労働大臣の定める表示を付
することができる。
２�　何人も、前項の規定による場合を除くほ
か、商品等に同項の表示又はこれと紛らわ
しい表示を付してはならない。

（認定の取消し）
第�十一条　厚生労働大臣は、認定一般事業主
が次の各号のいずれかに該当するときは、
第九条の認定を取り消すことができる。
　一�　第九条に規定する基準に適合しなく
なったと認めるとき。

　二�　この法律又はこの法律に基づく命令に
違反したとき。

　三�　不正の手段により第九条の認定を受け
たとき。

（基準に適合する認定一般事業主の認定）
第�十二条　厚生労働大臣は、認定一般事業主
からの申請に基づき、厚生労働省令で定め
るところにより、当該事業主について、女
性の職業生活における活躍の推進に関する
取組に関し、当該事業主の策定した一般事
業主行動計画に基づく取組を実施し、当該
一般事業主行動計画に定められた目標を
達成したこと、雇用の分野における男女の
均等な機会及び待遇の確保等に関する法律
（昭和四十七年法律第百十三号）第十三条
の二に規定する業務を担当する者及び育児
休業、介護休業等育児又は家族介護を行う
労働者の福祉に関する法律（平成三年法律
第七十六号）第二十九条に規定する業務を
担当する者を選任していること、当該女性
の職業生活における活躍の推進に関する取
組の実施の状況が特に優良なものであるこ
とその他の厚生労働省令で定める基準に適
合するものである旨の認定を行うことがで
きる。

（特例認定一般事業主の特例等）

第�十三条　前条の認定を受けた一般事業主
（以下「特例認定一般事業主」という。）に
ついては、第八条第一項及び第七項の規定
は、適用しない。

２�　特例認定一般事業主は、厚生労働省令で
定めるところにより、毎年少なくとも一回、
女性の職業生活における活躍の推進に関す
る取組の実施の状況を公表しなければなら
ない。

（特例認定一般事業主の表示等）
第�十四条　特例認定一般事業主は、商品等に
厚生労働大臣の定める表示を付することが
できる。

２�　第十条第二項の規定は、前項の表示につ
いて準用する。

（特例認定一般事業主の認定の取消し）
第�十五条　厚生労働大臣は、特例認定一般事
業主が次の各号のいずれかに該当するとき
は、第十二条の認定を取り消すことができ
る。

　一�　第十一条の規定により第九条の認定を
取り消すとき。

　二�　第十二条に規定する基準に適合しなく
なったと認めるとき。

　三�　第十三条第二項の規定による公表をせ
ず、又は虚偽の公表をしたとき。

　四�　前号に掲げる場合のほか、この法律又
はこの法律に基づく命令に違反したと
き。

　五�　不正の手段により第十二条の認定を受
けたとき。

（委託募集の特例等）
第�十六条　承認中小事業主団体の構成員であ
る中小事業主（一般事業主であって、常時
雇用する労働者の数が三百人以下のものを
いう。以下この項及び次項において同じ。）
が、当該承認中小事業主団体をして女性の
職業生活における活躍の推進に関する取組
の実施に関し必要な労働者の募集を行わせ
ようとする場合において、当該承認中小事
業主団体が当該募集に従事しようとすると
きは、職業安定法（昭和二十二年法律第
百四十一号）第三十六条第一項及び第三項
の規定は、当該構成員である中小事業主に
ついては、適用しない。

２�　この条及び次条において「承認中小事業
主団体」とは、事業協同組合、協同組合連
合会その他の特別の法律により設立された
組合若しくはその連合会であって厚生労働
省令で定めるもの又は一般社団法人で中小
事業主を直接又は間接の構成員とするもの
（厚生労働省令で定める要件に該当するも
のに限る。）のうち、その構成員である中
小事業主に対して女性の職業生活における
活躍の推進に関する取組を実施するための
人材確保に関する相談及び援助を行うもの
であって、その申請に基づいて、厚生労働
大臣が、当該相談及び援助を適切に行うた
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めの厚生労働省令で定める基準に適合する
旨の承認を行ったものをいう。
３�　厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が
前項に規定する基準に適合しなくなったと
認めるときは、同項の承認を取り消すこと
ができる。
４�　承認中小事業主団体は、第一項に規定す
る募集に従事しようとするときは、厚生労
働省令で定めるところにより、募集時期、
募集人員、募集地域その他の労働者の募集
に関する事項で厚生労働省令で定めるも
のを厚生労働大臣に届け出なければならな
い。
５�　職業安定法第三十七条第二項の規定は前
項の規定による届出があった場合につい
て、同法第五条の三第一項及び第四項、第
五条の四、第三十九条、第四十一条第二
項、第四十二条第一項、第四十二条の二、
第四十八条の三第一項、第四十八条の四、
第五十条第一項及び第二項並びに第五十一
条の規定は前項の規定による届出をして労
働者の募集に従事する者について、同法第
四十条の規定は同項の規定による届出をし
て労働者の募集に従事する者に対する報酬
の供与について、同法第五十条第三項及び
第四項の規定はこの項において準用する同
条第二項に規定する職権を行う場合につい
て、それぞれ準用する。この場合において、
同法第三十七条第二項中「労働者の募集を
行おうとする者」とあるのは「女性の職業
生活における活躍の推進に関する法律第
十六条第四項の規定による届出をして労働
者の募集に従事しようとする者」と、同法
第四十一条第二項中「当該労働者の募集の
業務の廃止を命じ、又は期間」とあるのは
「期間」と読み替えるものとする。
６�　職業安定法第三十六条第二項及び第
四十二条の三の規定の適用については、同
法第三十六条第二項中「前項の」とあるの
は「被用者以外の者をして労働者の募集に
従事させようとする者がその被用者以外の
者に与えようとする」と、同法第四十二条
の三中「第三十九条に規定する募集受託者」
とあるのは「女性の職業生活における活躍
の推進に関する法律（平成二十七年法律第
六十四号）第十六条第四項の規定による届
出をして労働者の募集に従事する者」とす
る。
７�　厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に
対し、第二項の相談及び援助の実施状況に
ついて報告を求めることができる。
第�十七条　公共職業安定所は、前条第四項の
規定による届出をして労働者の募集に従事
する承認中小事業主団体に対して、雇用情
報及び職業に関する調査研究の成果を提供
し、かつ、これらに基づき当該募集の内容
又は方法について指導することにより、当
該募集の効果的かつ適切な実施を図るもの
とする。

（一般事業主に対する国の援助）

第�十八条　国は、第八条第一項若しくは第七
項の規定により一般事業主行動計画を策定
しようとする一般事業主又はこれらの規定
による届出をした一般事業主に対して、一
般事業主行動計画の策定、労働者への周知
若しくは公表又は一般事業主行動計画に基
づく措置が円滑に実施されるように相談そ
の他の援助の実施に努めるものとする。

第三節　特定事業主行動計画
第�十九条　国及び地方公共団体の機関、それ
らの長又はそれらの職員で政令で定めるも
の（以下「特定事業主」という。）は、政
令で定めるところにより、事業主行動計画
策定指針に即して、特定事業主行動計画（特
定事業主が実施する女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する取組に関する計画を
いう。以下この条において同じ。）を定め
なければならない。

２�　特定事業主行動計画においては、次に掲
げる事項を定めるものとする。

　一�　計画期間
　二�　女性の職業生活における活躍の推進に
関する取組の実施により達成しようとす
る目標

　三�　実施しようとする女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する取組の内容及び
その実施時期

３�　特定事業主は、特定事業主行動計画を定
め、又は変更しようとするときは、内閣府
令で定めるところにより、採用した職員に
占める女性職員の割合、男女の継続勤務年
数の差異、勤務時間の状況、管理的地位に
ある職員に占める女性職員の割合その他の
その事務及び事業における女性の職業生活
における活躍に関する状況を把握し、女性
の職業生活における活躍を推進するために
改善すべき事情について分析した上で、そ
の結果を勘案して、これを定めなければ
ならない。この場合において、前項第二号
の目標については、採用する職員に占める
女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差
異の縮小の割合、勤務時間、管理的地位に
ある職員に占める女性職員の割合その他の
数値を用いて定量的に定めなければならな
い。

４�　特定事業主は、特定事業主行動計画を定
め、又は変更したときは、遅滞なく、これ
を職員に周知させるための措置を講じなけ
ればならない。

５�　特定事業主は、特定事業主行動計画を定
め、又は変更したときは、遅滞なく、これ
を公表しなければならない。

６�　特定事業主は、毎年少なくとも一回、特
定事業主行動計画に基づく取組の実施の状
況を公表しなければならない。

７�　特定事業主は、特定事業主行動計画に基
づく取組を実施するとともに、特定事業主
行動計画に定められた目標を達成するよう
努めなければならない。
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第四節　女性の職業選択に資する情報の公表
（一般事業主による女性の職業選択に資する
情報の公表）
第�二十条　第八条第一項に規定する一般事業
主は、厚生労働省令で定めるところにより、
職業生活を営み、又は営もうとする女性の
職業選択に資するよう、その事業における
女性の職業生活における活躍に関する次に
掲げる情報を定期的に公表しなければなら
ない。
　一�　その雇用し、又は雇用しようとする女
性労働者に対する職業生活に関する機会
の提供に関する実績

　二�　その雇用する労働者の職業生活と家庭
生活との両立に資する雇用環境の整備に
関する実績

２�　第八条第七項に規定する一般事業主は、
厚生労働省令で定めるところにより、職業
生活を営み、又は営もうとする女性の職業
選択に資するよう、その事業における女性
の職業生活における活躍に関する前項各号
に掲げる情報の少なくともいずれか一方を
定期的に公表するよう努めなければならな
い。

（特定事業主による女性の職業選択に資する
情報の公表）
第�二十一条　特定事業主は、内閣府令で定め
るところにより、職業生活を営み、又は営
もうとする女性の職業選択に資するよう、
その事務及び事業における女性の職業生活
における活躍に関する次に掲げる情報を定
期的に公表しなければならない。
　一�　その任用し、又は任用しようとする女
性に対する職業生活に関する機会の提供
に関する実績

　二�　その任用する職員の職業生活と家庭生
活との両立に資する勤務環境の整備に関
する実績

第四章　�女性の職業生活における活躍を推進
するための支援措置

（職業指導等の措置等）
第�二十二条　国は、女性の職業生活における
活躍を推進するため、職業指導、職業紹介、
職業訓練、創業の支援その他の必要な措置
を講ずるよう努めるものとする。
２�　地方公共団体は、女性の職業生活におけ
る活躍を推進するため、前項の措置と相
まって、職業生活を営み、又は営もうとす
る女性及びその家族その他の関係者からの
相談に応じ、関係機関の紹介その他の情報
の提供、助言その他の必要な措置を講ずる
よう努めるものとする。
３�　地方公共団体は、前項に規定する業務に
係る事務の一部を、その事務を適切に実施
することができるものとして内閣府令で定
める基準に適合する者に委託することがで
きる。
４�　前項の規定による委託に係る事務に従事
する者又は当該事務に従事していた者は、

正当な理由なく、当該事務に関して知り得
た秘密を漏らしてはならない。

（財政上の措置等）
第�二十三条　国は、女性の職業生活における
活躍の推進に関する地方公共団体の施策を
支援するために必要な財政上の措置その他
の措置を講ずるよう努めるものとする。

（国等からの受注機会の増大）
第�二十四条　国は、女性の職業生活における
活躍の推進に資するため、国及び公庫等（沖
縄振興開発金融公庫その他の特別の法律に
よって設立された法人であって政令で定め
るものをいう。）の役務又は物件の調達に
関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認
定一般事業主、特例認定一般事業主その他
の女性の職業生活における活躍に関する状
況又は女性の職業生活における活躍の推進
に関する取組の実施の状況が優良な一般事
業主（次項において「認定一般事業主等」
という。）の受注の機会の増大その他の必
要な施策を実施するものとする。

２�　地方公共団体は、国の施策に準じて、認
定一般事業主等の受注の機会の増大その他
の必要な施策を実施するように努めるもの
とする。

（啓発活動）
第�二十五条　国及び地方公共団体は、女性の
職業生活における活躍の推進について、国
民の関心と理解を深め、かつ、その協力を
得るとともに、必要な啓発活動を行うもの
とする。

（情報の収集、整理及び提供）
第�二十六条　国は、女性の職業生活における
活躍の推進に関する取組に資するよう、国
内外における女性の職業生活における活躍
の状況及び当該取組に関する情報の収集、
整理及び提供を行うものとする。

（協議会）
第�二十七条　当該地方公共団体の区域におい
て女性の職業生活における活躍の推進に関
する事務及び事業を行う国及び地方公共団
体の機関（以下この条において「関係機関」
という。）は、第二十二条第一項の規定に
より国が講ずる措置及び同条第二項の規定
により地方公共団体が講ずる措置に係る事
例その他の女性の職業生活における活躍の
推進に有用な情報を活用することにより、
当該区域において女性の職業生活における
活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑
に実施されるようにするため、関係機関に
より構成される協議会（以下「協議会」と
いう。）を組織することができる。

２�　協議会を組織する関係機関は、当該地方
公共団体の区域内において第二十二条第三
項の規定による事務の委託がされている場
合には、当該委託を受けた者を協議会の構
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成員として加えるものとする。
３�　協議会を組織する関係機関は、必要があ
ると認めるときは、協議会に次に掲げる者
を構成員として加えることができる。
　一�　一般事業主の団体又はその連合団体
　二�　学識経験者
　三�　その他当該関係機関が必要と認める者
４�　協議会は、関係機関及び前二項の構成員
（以下この項において「関係機関等」とい
う。）が相互の連絡を図ることにより、女
性の職業生活における活躍の推進に有用な
情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化
を図るとともに、地域の実情に応じた女性
の職業生活における活躍の推進に関する取
組について協議を行うものとする。
５�　協議会が組織されたときは、当該地方公
共団体は、内閣府令で定めるところにより、
その旨を公表しなければならない。

（秘密保持義務）
第�二十八条　協議会の事務に従事する者又は
協議会の事務に従事していた者は、正当な
理由なく、協議会の事務に関して知り得た
秘密を漏らしてはならない。

（協議会の定める事項）
第�二十九条　前二条に定めるもののほか、協
議会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議会が定める。

第五章　雑則
（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告）
第�三十条　厚生労働大臣は、この法律の施行
に関し必要があると認めるときは、第八条
第一項に規定する一般事業主又は認定一般
事業主若しくは特例認定一般事業主である
同条第七項に規定する一般事業主に対し
て、報告を求め、又は助言、指導若しくは
勧告をすることができる。

（公表）
第�三十一条　厚生労働大臣は、第二十条第一
項の規定による公表をせず、若しくは虚偽
の公表をした第八条第一項に規定する一般
事業主又は第二十条第二項に規定する情報
に関し虚偽の公表をした認定一般事業主若
しくは特例認定一般事業主である第八条第
七項に規定する一般事業主に対し、前条の
規定による勧告をした場合において、当該
勧告を受けた者がこれに従わなかったとき
は、その旨を公表することができる。

（権限の委任）
第�三十二条　第八条、第九条、第十一条、第
十二条、第十五条、第十六条、第三十条及
び前条に規定する厚生労働大臣の権限は、
厚生労働省令で定めるところにより、その
一部を都道府県労働局長に委任することが
できる。

（政令への委任）

第�三十三条　この法律に定めるもののほか、
この法律の実施のため必要な事項は、政令
で定める。

第六章　罰則
第�三十四条　第十六条第五項において準用す
る職業安定法第四十一条第二項の規定によ
る業務の停止の命令に違反して、労働者の
募集に従事した者は、一年以下の懲役又は
百万円以下の罰金に処する。

第�三十五条　次の各号のいずれかに該当する
者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の
罰金に処する。

　一�　第二十二条第四項の規定に違反して秘
密を漏らした者

　二�　第二十八条の規定に違反して秘密を漏
らした者

第�三十六条　次の各号のいずれかに該当する
者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の
罰金に処する。

　一�　第十六条第四項の規定による届出をし
ないで、労働者の募集に従事した者

　二�　第十六条第五項において準用する職業
安定法第三十七条第二項の規定による指
示に従わなかった者

　三�　第十六条第五項において準用する職業
安定法第三十九条又は第四十条の規定に
違反した者

第�三十七条　次の各号のいずれかに該当する
者は、三十万円以下の罰金に処する。

　一�　第十条第二項（第十四条第二項におい
て準用する場合を含む。）の規定に違反
した者

　二�　第十六条第五項において準用する職業
安定法第五十条第一項の規定による報告
をせず、又は虚偽の報告をした者

　三�　第十六条第五項において準用する職業
安定法第五十条第二項の規定による立入
り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは
忌避し、又は質問に対して答弁をせず、
若しくは虚偽の陳述をした者

　四�　第十六条第五項において準用する職業
安定法第五十一条第一項の規定に違反し
て秘密を漏らした者

第�三十八条　法人の代表者又は法人若しくは
人の代理人、使用人その他の従業者が、そ
の法人又は人の業務に関し、第三十四条、
第三十六条又は前条の違反行為をしたとき
は、行為者を罰するほか、その法人又は人
に対しても、各本条の罰金刑を科する。

第�三十九条　第三十条の規定による報告をせ
ず、又は虚偽の報告をした者は、二十万円
以下の過料に処する。

附則　抄
（施行期日）
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第�一条　この法律は、公布の日から施行する。
ただし、第三章（第七条を除く。）、第五章
（第二十八条を除く。）及び第六章（第三十
条を除く。）の規定並びに附則第五条の規
定は、平成二十八年四月一日から施行する。

（この法律の失効）
第�二条　この法律は、平成三十八年三月
三十一日限り、その効力を失う。
２�　第二十二条第三項の規定による委託に係
る事務に従事していた者の当該事務に関し
て知り得た秘密については、同条第四項の
規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項
の規定にかかわらず、同項に規定する日後
も、なおその効力を有する。
３�　協議会の事務に従事していた者の当該事
務に関して知り得た秘密については、第
二十八条の規定（同条に係る罰則を含む。）
は、第一項の規定にかかわらず、同項に規
定する日後も、なおその効力を有する。
４�　この法律の失効前にした行為に対する罰
則の適用については、この法律は、第一項
の規定にかかわらず、同項に規定する日後
も、なおその効力を有する。

（政令への委任）
第�三条　前条第二項から第四項までに規定す
るもののほか、この法律の施行に伴い必要
な経過措置は、政令で定める。

（検討）
第�四条　政府は、この法律の施行後三年を経
過した場合において、この法律の施行の状
況を勘案し、必要があると認めるときは、
この法律の規定について検討を加え、その
結果に基づいて必要な措置を講ずるものと
する。

附則（平成二九年三月三一日法律第一四号）抄
（施行期日）
第一条　この法律は、平成二十九年四月一日
から施行する。ただし、次の各号に掲げる規
定は、当該各号に定める日から施行する。
　一�　第一条中雇用保険法第六十四条の次に
一条を加える改正規定及び附則第三十五
条の規定　公布の日

　二・三　略
　四�　第二条中雇用保険法第十条の四第二
項、第五十八条第一項、第六十条の二第
四項、第七十六条第二項及び第七十九条
の二並びに附則第十一条の二第一項の改
正規定並びに同条第三項の改正規定（「百
分の五十を」を「百分の八十を」に改め
る部分に限る。）、第四条の規定並びに
第七条中育児・介護休業法第五十三条第
五項及び第六項並びに第六十四条の改
正規定並びに附則第五条から第八条まで
及び第十条の規定、附則第十三条中国家
公務員退職手当法（昭和二十八年法律第
百八十二号）第十条第十項第五号の改
正規定、附則第十四条第二項及び第十七

条の規定、附則第十八条（次号に掲げる
規定を除く。）の規定、附則第十九条中
高年齢者等の雇用の安定等に関する法
律（昭和四十六年法律第六十八号）第
三十八条第三項の改正規定（「第四条第
八項」を「第四条第九項」に改める部分
に限る。）、附則第二十条中建設労働者の
雇用の改善等に関する法律（昭和五十一
年法律第三十三号）第三十条第一項の表
第四条第八項の項、第三十二条の十一か
ら第三十二条の十五まで、第三十二条の
十六第一項及び第五十一条の項及び第
四十八条の三及び第四十八条の四第一項
の項の改正規定、附則第二十一条、第
二十二条、第二十六条から第二十八条
まで及び第三十二条の規定並びに附則
第三十三条（次号に掲げる規定を除く。）
の規定　平成三十年一月一日

（罰則に関する経過措置）
第�三十四条　この法律（附則第一条第四号に
掲げる規定にあっては、当該規定）の施行
前にした行為に対する罰則の適用について
は、なお従前の例による。

（その他の経過措置の政令への委任）
第�三十五条　この附則に規定するもののほ
か、この法律の施行に伴い必要な経過措置
は、政令で定める。

附則（令和元年六月五日法律第二四号）抄
（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して
一年を超えない範囲内において政令で定める
日から施行する。ただし、次の各号に掲げる
規定は、当該各号に定める日から施行する。
　一�　第三条中労働施策の総合的な推進並び
に労働者の雇用の安定及び職業生活の充
実等に関する法律第四条の改正規定並び
に次条及び附則第六条の規定　公布の日

　二�　第二条の規定　公布の日から起算して
三年を超えない範囲内において政令で定
める日

（罰則に関する経過措置）
第五条　この法律の施行前にした行為に対す
る罰則の適用については、なお従前の例によ
る。

（政令への委任）
第六条　この附則に定めるもののほか、この
法律の施行に関して必要な経過措置は、政令
で定める。

（検討）
第�七条　政府は、この法律の施行後五年を経
過した場合において、この法律による改正
後の規定の施行の状況について検討を加
え、必要があると認めるときは、その結果
に基づいて所要の措置を講ずるものとす
る。
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資料３　市川三郷町男女共同参画推進条例

目　次
前　文
第１章　総則（第１条－第８条）
第２章　基本的施策（第９条－第２１条）
第３章　�市川三郷町男女共同参画推進委員会

の設置（第２２条－第２４条）
第 4章　補則（第２５条）
附　則

前文
　少子高齢化、高度情報化、国際化などの社
会情勢が急速に進展する中で、豊かな自然と
伝統ある歴史と文化をもつ市川三郷町がやす
らぎと活力のあるまちとして発展をするため
には、日本国憲法において保障された個人の
尊重と男女の平等を不可欠とし、男女共同参
画社会の実現が緊要な課題となっている。
　本町では、男女が互いに尊重し合える男女
共同参画社会の実現に向けて、意識改革や啓
発活動を推進してきた。しかしながら、性別
による固定的な役割分担意識やそれに基づ
く社会における慣行が未だに根強く残ってお
り、男女の自由な活動や生き方の選択が狭め
られている。
　私たちは、男女が互いにその人権を認め、
自由な活動の選択ができ、誰もがまちづくり
に参画していける社会をめざしてこの条例を
制定する。

第１章　総則
（目的）
第１条　この条例は、男女共同参画の推進に
ついて基本理念を定め、並びに町、町民及び
事業者等の責務を明らかにするとともに、基
本的施策を定め、やすらぎと活力のある男女
共同参画社会を実現することを目的とする。

（定義）
第�２条　この条例において、次の各号に掲げ
る用語の意義は、それぞれ当該各号に定め
るところによる。
　（１�）　男女共同参画　男女が、性別により

差別されることなく、社会の対等な構
成員として、自らの意思によって社会
のあらゆる分野の活動に参画する機会
が確保されることにより、等しく政治
的、経済的、社会的及び文化的利益を
受け、共に責任を担うことをいう。

　（２�）　積極的改善措置　前号に規定する機
会に係る男女間の格差を改善するため、
必要な範囲内において、男女のいずれ
か一方に対し、その機会を積極的に提
供することをいう。

　（３�）　町民　町内に居住し、通学し若しく
は通勤し、又は町内で活動する者をい

う。
　（４�）　事業者等営利・非営利を問わず、町

内において事業又は活動を行うすべて
の個人及び法人その他の団体をいう。

（基本理念）
第�３条　男女共同参画の推進は、次に掲げる
事項を基本理念として図られなければなら
ない。

　（１�）　男女の個人としての尊厳を重んぜら
れること、男女が性別による差別的取
扱いを受けないこと、男女が個人とし
て能力を発揮する機会を確保されるこ
とその他の男女の人権が尊重されなけ
ればならない。

　（２�）　社会における制度又は慣行が、男女
の社会における活動の選択に対して及
ぼす影響をできる限り中立なものとす
るように配慮されなければならない。

　（３�）　町及び事業者等における政策又は方
針決定に男女ともに参画する機会が確
保されなければならない。

　（４�）　子育て、家族の介護など男女がとも
に家族的責任を持ち、相互の協力と社
会の支援を受けながら、家庭、地域、
職場、学校その他のあらゆる分野 ( 以
下「社会のあらゆる分野」という。) に
おける活動に、対等に参画できるよう
にしなければならない。

　（５�）　男女が、互いの性を理解し、生涯に
わたる性と生殖に関して、自ら決定す
る権利を十分に尊重されなければなら
ない。

　（６�）　国際社会における取組と密接な関係
を有していることを理解するとともに、
国際的な相互の連携と協調が図られな
ければならない。

（町の責務）
第�４条　町は、前条に定める基本理念 ( 以下
「基本理念」という。) にのっとり、男女共
同参画の推進に関する施策 ( 積極的改善措
置を含む。以下「男女共同参画推進施策」
という。) を定め、これを総合的かつ計画
的に実施しなければならない。

２�　町は、男女共同参画推進施策を実施する
ため、必要に応じ財政上の措置その他の措
置を講じなければならない。

３�　町は、町民及び事業者等の理解が得られ
るよう、必要な啓発活動及び学習機会の充
実などに積極的に取り組まなければならな
い。

４�　町は、男女共同参画推進施策を実施する
に当たり、国、県及び他の地方公共団体並
びに関係団体との連携に努めなければなら

市川三郷町男女共同参画推進条例

平成１９年９月１４日公布・施行
条例第２７号
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ない。

（町民の責務）
第�５条　町民は、基本理念にのっとり、性別
による固定的な役割分担又は慣例、慣習を
見直し、社会のあらゆる分野において男女
共同参画社会を実現するため、積極的かつ
主体的に取り組むとともに、町が実施する
男女共同参画推進施策に協力するよう努め
なければならない。

（事業者等の責務）
第�６条　事業者等は、基本理念にのっとり、
その事業又は活動において、男女共同参画
社会を実現するため、積極的に取り組むと
ともに、町が実施する男女共同参画推進施
策に協力するよう努めなければならない。
２�　事業者等は、男女が家庭と就業又は活動
等とを両立できる環境の整備に努めなけれ
ばならない。
３�　事業者等は、町に一般競争（指名競争）
参加資格審査申請書を提出する場合は、男
女共同参画推進状況を届け出なければなら
ない。

（男女共同参画推進モデル）
第�７条　町長は、前２条の規定による責務を
顕著に遂行している町民、事業者等に対し、
市川三郷町男女共同参画推進委員会（第
２２条に規定する推進委員会をいう。第９
条第２項において同じ。）の推薦を受けて
男女共同参画推進モデルとして推奨し表彰
することができる。

（性別による人権侵害の禁止）
第�８条　何人も、社会のあらゆる分野におい
て、性別による差別的取扱い（男女が同じ
に取り扱われているようにみえても結果的
に男女どちらか一方の性に著しい不合理が
生じることになる取扱いを含む。）をして
はならない。
２�　何人も、社会のあらゆる分野において、
性的でかつ不快な言動により他人の生活環
境を害し、又はその者に不利益な扱いをし
てはならない。
３�　何人も、配偶者（婚姻の届出をしていな
いが、事実上婚姻関係と同様の事情にある
者を含む。以下この項において同じ。）又
はかつて配偶者であった者に対して、身体
的、精神的又は経済的な苦痛を与えるよう
なあらゆる形態の暴力的行為を行ってはな
らない。

第２章　基本的施策
（基本計画の策定）
第�９条　町長は、基本理念にのっとり男女共
同参画推進施策を総合的かつ計画的に推進
するため、基本的な計画（以下「基本計画」
という。）を策定するものとする。
２�　町長は、基本計画を策定し、又は変更す
るに当たっては、市川三郷町男女共同参画

推進委員会に諮問し、町民や事業者等の意
見が反映されるように努めるものとする。

３　町長は、基本計画を策定し、又は変更し
たときは、速やかにこれを公表するものとす
る。

（教育における男女共同参画の実現）
第�１０条　家族は、子の性別にとらわれるこ
となく男女共同参画の視点に立ち、子の養
育に努めなければならない。

２�　学校教育において、教師その他の教育に
携わる者は、性別による差別のない教育に
努めなければならない。

３�　町は、家庭教育、学校教育及び町民の学
習の機会において男女共同参画の視点が盛
り込まれるよう支援しなければならない。

（地域における男女共同参画の実現）
第�１１条　地域における組織づくり及び活動
に当たって、基本理念にのっとり、地域社
会の慣例又は慣習を改善していくよう努め
なければならない。

２�　自治組織等の役員の構成及び活動におい
ては、男女がともに参画し、責任を分かち
合えるよう積極的に配慮するものとする。

（家庭における男女の基本）
第�１２条　家庭における男女は、互いに対等
な存在として人格を認め合い話し合うこと
を基本とする。

２�　商工自営業・農林業等に従事する男女は、
その経営における役割を適正に評価されな
ければならない。

（公衆に表示する情報の表現への配慮）
第�１３条　何人も、公衆に表示する情報にお
いて、性別による固定的な役割分担、セク
シュアル・ハラスメント又は男女間の暴力
行為を助長する表現その他男女共同参画の
推進を妨げる表現を用いないよう努めなけ
ればならない。

（施策の策定等にあたっての配慮）
第�１４条　町は、あらゆる施策を策定し、実
施するに当たっては、男女共同参画の推進
に配慮するものとする。

（進捗状況の公表）
第�１５条　町長は、各年度における基本計画
に基づく施策の実施状況について公表する
ものとする。

（調査研究）
第�１６条　町は、男女共同参画推進施策を策
定し、実施するため、必要な調査及び研究
を行うものとする。

（情報提供及び広報活動）
第�１７条　町は、男女共同参画の推進につい
て、町民及び事業者等の理解を深めるため、
あらゆる機会を通じて、情報を提供し、及
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び広報活動を行うよう努めるものとする。

（研究機関等との連携）
第�１８条　町は、男女共同参画を推進するた
め、研究機関及び教育機関と連携し、及び
協力するよう努めるものとする。
２�　町は、男女共同参画を推進するため、事
業者等と連携し、及び協力するとともに、
その活動を支援するよう努めるものとす
る。

（家庭生活と職業生活その他の社会における
活動の両立支援）
第�１９条　町は、男女が共に家庭生活と職業
生活その他の社会における活動を両立する
ことができるよう、その支援を行うよう努
めるものとする。

（事業者等からの報告）
第�２０条　町長は、必要があると認めるとき
は、事業者等に対し、男女共同参画に関す
る事項について報告を求め、又は助言をす
ることができる。
２�　町長は、前項の規定による報告により把
握した内容を公表することができる。

（苦情及び相談への対応）
第�２１条　町は、町民又は事業者等からの男
女共同参画の推進に影響を及ぼすと認めら
れる施策に関する苦情及び性別により差別
した取扱い等に関する相談に対して、関係
機関と連携して、迅速かつ適切に対応する
よう努めるものとする。

第３章　�市川三郷町男女共同参画推進委員会
の設置

（設置等）
第�２２条　男女共同参画を円滑に推進するた
め、市川三郷町男女共同参画推進委員会 (以
下「推進委員会」という。) を置く。
２�　推進委員会は、町長の諮問に対し答申を
行うほか、第１４条の施策について意見を
述べることができる。
３�　推進委員会は、男女共同参画の啓発又は
推進に必要な事項について、調査を行うも
のとする。

（組織等）
第�２３条　推進委員会は、委員２０人以内の
委員で組織する。ただし、男女いずれか一
方の委員の数は、委員総数の１０分の４未
満であってはならない。
２�　委員は、男女共同参画推進に関して識見
を有する次に掲げる者のうちから町長が委
嘱する。
　（１）　市川三郷町女性団体の代表者
　（２）　山梨県男女共同参画推進リーダー
　（３）　町民
　（４）�　前３号に掲げる者のほか、町長が適

当と認める者
３�　町長は、前項第３号に掲げる委員を委嘱

をする場合は、公募により行うものとする。
４　委員の任期は、２年とし、再任を妨げな
い。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の
残任期間とする。

（会議等）
第�２４条　推進委員会に会長及び副会長を置
く。

２�　会長及び副会長は、委員の互選により定
める。

３�　会長は、会務を総理し、推進委員会の会
議 ( 以下この条において「会議」という。)
の議長となる。

４�　会長に事故あるとき、又は会長が欠けた
ときは、副会長がその職務を代理する。

５　会議は、会長が招集する。
６�　会長は、第２２条第２項による職務を果
たすに当たり、必要があると認めるときは、
関係者の出席を求めて、説明又は意見を聴
くことができる。

第４章　補則
（委任）
第�２５条　この条例に定めるもののほか、こ
の条例の施行に関し必要な事項は、町長が
別に定める。

附　則
（施行期日）
第１条　この条例は、公布の日から施行する。

（市川三郷町男女共同参画推進委員会設置条
例の廃止）
第２条　市川三郷町男女共同参画推進委員会
設置条例（平成１７年市川三郷町条例第９号）
は、廃止する。

（経過措置）
第�３条　この条例の施行の際現に廃止前の市
川三郷町男女共同参画推進委員会設置条例
第３条に規定する市川三郷町男女共同参画
推進委員会 ( 以下「旧参画推進委員会」と
いう。) の委員である者は、この条例の施
行の日 ( 以下「施行日」という。) に、第
２３条第１項の規定により市川三郷町男女
共同参画推進委員会の委員として委嘱され
たものとみなす。この場合において、その
委嘱されたものとみなされる者の任期は、
第２３条第４項の規定にかかわらず、旧条
例第３条の規定により委嘱された旧参画推
進委員会の委員としての任期の残任期間と
同一の期間とする。

２�　この条例の施行の際現に旧参画推進委員
会の会長及び副会長である者は、第２４条
第２項の規定により会長及び副会長に互選
されたものとみなす。

第�４条　この条例の施行の際現に策定されて
いる市川三郷町男女共同参画プラン～輝く
笑顔いちかわみさと～は、第９条第１項の
規定により策定された基本計画とみなす。
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資料４　男女共同参画に係る主な関係機関・相談窓口

町の主な関係機関・相談窓口

機関名 所在地及び連絡先 内　容

市川三郷町役場
政策秘書課企画係

市川三郷町市川大門 1790-3
☎ 055-272-1103

男女共同参画推進に係る施策等

市川三郷町役場
いきいき健康課子育て支援係

市川三郷町岩間 495
☎ 0556-32-2114

子育て支援、母子保健に係る相談等

県の主な関係機関・相談窓口

機関名 所在地及び連絡先 内　容

山梨県県民生活部
県民生活・男女参画課

甲府市丸の内 1丁目 6-1
☎ 055-237-1111（代表）

男女共同参画推進に係る施策の総合企画
及び総合調整、調査・研究他

山梨県男女共同参画
推進センター
（配偶者暴力支援センター）

ぴゅあ総合
甲府市朝気 1 丁目 2-2
☎ 055-237-7830

男女共同参画に関する講座学習の機会と
交流の場、情報の提供、女性総合相談

ぴゅあ富士
都留市中央 3 丁目 9-3
☎ 0554-45-1666

男女共同参画に関する講座学習の機会と
交流の場、情報の提供

ぴゅあ峡南
南巨摩郡南部町内船 9353-2
☎ 0556-64-4777

男女共同参画に関する講座学習の機会と
交流の場、情報の提供

女性相談所
甲府市北新 1-2-12
☎ 055-254-8635（相談専用）

女性が抱えている家庭や職場等での問題
や配偶者からの暴力等に関する相談

国の主な関係機関・相談窓口

機関名 所在地及び連絡先 内　容

山梨労働局
雇用環境・均等室

甲府市丸の内 1丁目 1-11
☎ 055-225-2851

雇用の分野における男女の均等な機会と
待遇の確保、職業生活と家庭生活との両
立に関する相談等

資料４　市川三郷町男女共同参画推進委員会　第８期委員

会　長　　市瀬百合子
副会長　　笠井　辰生
委　員　　青栁　一美　　榎本　桂子　　長  田    稔　　海  宝    恵　　河  西    翼
　　　　　加藤すみ子　　金澤みちる　　早川　一樹　　村上　裕志　　村松　宏記
　　　　　回  木    敦　　望月　良美　　若尾かな江　　渡辺　瑞穂

※委員は五十音順

上記窓口は、令和４年３月１日現在のものです。最新はＨＰなどでご確認下さい。
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輝く笑顔いちかわみさと川柳（標語）コンテスト

歴代大会大賞作品

発行︓市川三郷町
〒 409-3601　山梨県西八代郡市川三郷町市川大門 1790-3　TEL055-272-1103　FAX055-272-2525

編集︓市川三郷町男女共同参画推進委員会
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で
き
る
こ
と

　
得
意
な
こ
と
で
　
助
け
合
い

平成２４年度

赤
ち
ゃ
ん
を

　
そ
っ
と
か
か
え
る
　
力
コ
ブ

平成２３年度

父
の
家
事

　
母
の
心
の
　
サ
ポ
ー
タ
ー

平成２２年度

せ
ん
た
く
を

　
小
さ
く
た
た
む
　
大
き
な
手

平成２１年度


